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　　　　　　　　第三章　目仏銀行の定着と諸業務
（1）目本輿業銀行総裁からみた日仏銀行の設立
　日仏銀行設立の日本側主体となった日本興業銀行の副田総裁が，日本興業銀
行の1912年8月3日の株主総会において，日仏銀行設立に至る経過と今後の課
題について述べており，それが仏訳されて，ソシエテ・ゼネラルの史料館に保
存されている（ユ〕。この史料にもとづき日本興業銀行側からみた設立のプロセス
を確認しておこう。
　日仏銀行は突然今日出現した計画ではありません。既に数年前より日本興業
銀行の代理人として，De　G㎜邊burg男爵がフランス市場との関係につき働い
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ていました。この関係を拡大するため，日仏銀行設立のアイデイアが湧いたの
です。そしてこのための交渉がすでに一定の期問行なわれてきました。去る4
月には準備は既にかなり進んでいました。私自身もフランスに赴き，フランス
人の友人たちとの最終的同意の手続をとったのです。
　その後すべての準備がおわるのに少し時間がかかりました。それはConsor－
tim　Chinoisのような解決すべき多くの問題があったからです。だが，法偉
的にも日仏銀行が設立され第1回の創立総会は6月24日に行なわれました。第
2回は7月3日です。資本金は2500万フラン，これは1千万円に匹敵し，その
うち600万円がフランス人グループ，400万円が日本人グループにより調達され
ます。日本側の資本は，興銀と他の大銀行，三井，三菱，第一，横浜正金の聞
で分配されます。私は日仏銀行の日本側資本を興銀一行のみで出資するよりこ
のように分配した方がこの事業の将来にとって有利だと考えたのです。
　会頭はゲルノー氏です。その民間，公共の事業経験から，このポストに完全
に適した人です。私は副総裁に任名されました。取締役は12名の割当，そのう
ち7名がフランス，5名が日本人です。この12名のうち既に8名が任命されま
した。
　日仏銀行は，パリの証券取引所の近所に本店をかまえるため借家をしていま
す。総裁，副総裁および他の従業員が選任されています。この物的施設が完成
するやいなや，事業が始まるでしょう。フランス側ではすべてが組織されてい
ます。
　日本側でも，仕事にとりかかるあらゆる準傭がおこなわれています。
　日仏銀行の創設により，興銀とDe　Gmzburg男爵間に存在した関係は，終
了します。今後は興銀の事業をみるのは日仏銀行と思われます。
　新銀行の資本家たち一創立者のソシエテ・ゼネラル銀行，パリバ銀行，副
田寿一を除き一フランス，イギリス，ロシアについてのもっと大切でもっと
も影響をもつ金融家の参加がみられます。従ってこの日仏銀行の将来の発展に
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は何の疑いもありません。
　日仏銀行の営業領域についての若干の批判がみられます。だがこれらの批判
は，営業領域というものは，その銀行がどの事業をするかにつれ将来自然に決
まるものだということを理解していません。また日仏銀行は社債を発行できな
いと批判するかもしれません。心配するにはおよびません。フランスでは，ク
レディ・フォンシエを除き，銀行というものは大量の社債を発行しないものな
のです。それなしに立派な仕事をするのです。
　日仏銀行の将来を決定するのは営業成果です。その繁栄は興銀の持ち株をも
益します。新銀行の繁栄のため興銀の株主は日仏銀行を助けなくてはなりませ
ん。というのは，フランス人グループは，日本事業を興銀にあづけ，その経費
を減らしていこうとしているからです。
　このように設立された銀行は，日仏間の金融関係の拡張と経済関係の発展の
ための重要な国際要素となったのです。興銀の株主諸氏の一致団緒した協力を
願います。
（2）相談会と渋沢栄一の批判
　「渋沢栄一伝記資料」の第50巻には，株式会社1ヨ仏銀行の項目があり，そこ
には渋沢の日記のみならず，当時の「中外商業新報」，「銀行通信録」，「竜門雑
誌」などにみられる目仏銀行設立に関する記事が収録されており，有益であ
る。また，ここには，日仏銀行の定款には，その規定がみられない，日仏銀行
相談会の内規や議事録も収録されている。
　これらの記事を最初から読み進むことにより，日本における日仏銀行設立の
あゆみを確認することができる｛2）。それによると，大正元年（19！2）パリで日
仏銀行が設立されるに伴ない日本側引受の2万株の出資者が決定し，更に日本
側取締役5名（添田寿一，斉藤拘，井上辰九郎，巽孝之蒸，渡辺千冬）が決定
し，日仏銀行東京支店長には，興銀総裁であり，日仏銀行の副頭取でもある添
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田寿一が就任したのである。東京支店長を中心として，日仏銀行の東京在住の
日本人取締役は，日仏銀行東京委貝会に結集した。この組織は，日仏銀行の定
款にもみられる日仏銀行，東京支店の正式な組織である。問題は，この東京委
員会会長（添田寿一）の私的諾問委員会のかたちで，「日仏銀行相談会」が，
大正元年（1912）8月15日に設置されたことである。この日仏銀行相談会と
は，本稿で考察中のパリに設立された日仏銀行の定款にはどこにも規定がなく
（従って，法律上の権隈や役員の報酬も明記されていない），極めて日本的な
組織的考案物であった。相談会会員とは，第一銀行頭取の渋沢栄一，三井銀行
專務の早川千吉郎，三菱銀行部長の三村君平および横浜正金銀行の頭取三島弥
太郎であった。
　日仏銀行が，日本興業銀行の独占銀行になるとの民閨銀行業界からの批判を
回避するため，日本興業銀行側が提案したのがこの日仏銀行相談会システムで
あった。
　日仏銀行相談会は，週1回日本興業銀行内部で会合をひらき，一口10万円以
上の貸付および割引について議論し，日仏銀行東京委員会委員長は，必要と認
める事項につき，この相談会の議題とすることができると内規で定められてい
れこの日仏銀行相談会には，臼仏両国の政府レベルの協力により，成立する
に至った日仏銀行に対する，日本の民間銀行の不満が伏流しており，特に日本
の申国事業が，制約される点に批判がみられた。日仏銀行相談会は，「支那二
対スル投資二付テハ，直チニ調査研究二着手スルコトトシタリ」（3〕とむしろ，
積極性を示しているのである。
　渋沢栄一は，この相談会に休むことなく出席していたが，大正元年（1912）
ユO月23日の相談会において，日仏銀行とインドシナ銀行の聞に中国事業をめぐ
り口頭の約束のあったことが報告されると遂にその批判が爆発した。渋沢は
「本契約ハ業務ノ総テヲ律スルモノニシテ事甚重要ナリ，自分ハ元来斯ル契絢
ノ存在シタルヲ知ラズ，……此契約ニヨレバ，日仏銀行ハ日本興業銀行ノ手先
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タルニ過ギザルノ感アリ」（4）と述べたのち，「吾々ノ今日執ルヘキ途トシテハ，
唯相談会会員を辞退スルニアリ」と宣言している（5）。実際に渋沢栄一は，大正
6年（19ユ7）7月「日仏銀行相談会員を辞ス」に至るのである。
　渋沢栄一の日仏銀行に対する批判（疑問）がもっとも体系的に表明されたの
は，大正元年（1912）8月7日井上邸での協議の機会である。この会合には，
井上侯爵のほか，内田外務大臣，山本大蔵大臣，勝田理財局長，高橋日本銀行
総裁，民間銀行関係者として第一銀行の渋沢男爵，横浜正金銀行の三島頭取，
日本興業銀行の添田総裁，三井銀行の早川千吉郎および三菱銀行の三村君平が
参加している。
　日仏銀行に関して「少ナカラサル疑点ヲ」持っていた渋沢は，この日大要以
下5点の批判を展開した（6）。
　第ユ点は，日仏銀行の定款第2条に定められている営業科目が広範すぎる点
である。もし日仏銀行がこれらすべての事業に参加するならば経営的危険をも
たらす恐れがあるので実際の営業方針を明確にすべきだとのことである。
　第2点は，渋沢の考えによると，日仏銀行の主目的は「支那二於テ経済上ノ
活動ヲ為サン」とするところにあるのだが，フランス政府とインドシナ銀行の
介入により，残念乍ら活動を制約されるようになったが，実際に日仏銀行の活
動がどの程度制限を受けるのか。例えば，江西鉄道の借款への参加には，イン
ドシナ銀行の事前の同意が必要なのか。
　第3点は，専任重役（日本側相談役）設置につき，本店側がその必要を認め
ず，その報酬も定めない事態が続いているがその理由はどこにあるのか。
　第4点は，日本特別委員を本店で立案中と聞くが，その権限はどうか。．また
日本および東洋における事業については，この特別委員の意見が尊重される見
通しはどうか。
　第5点は，この合弁事薬は，将来国際訴訟問題をおこす場合も考えられる
が，仏側がそれを十分に認識しているかどうか。
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　以上，渋沢栄一は日仏銀行の経営に関して5点の疑問点（または批判点）を
展開している。
（3）日本側提案に対するフランス本社の反応
　この様に，対中国投資業務から排除されつつあると考える，日本の民間銀行
の聞に存在する批判の厳しさをより緩和し，建設的なかたちで，日本興業銀行
の森賢吾は，パリ在住のグンツブルグ男爵に伝達した。その提案を検討したパ
リの日仏銀行の取締役会は，以下に紹介するような覚え書きを残している（7）。
この覚え書きでは，日本興業銀行の森賢吾の提案を検討する前に日仏銀行の起
源について確認をしておりこれも興味深い。
　この銀行は，パリに日仏間の事業関係を育成する信用機関を創出したいとい
う日本政府の要望の表明（d6sir　manifest6）から生れた。その実現のため，日
本政府は当然のことながら，日本興業銀行に仕事を托した。これは，当行の半
官的性格からみて適切であった。だがこの銀行が資本金や取締役会に決定的貢
献をしたとしても，その役割は排他的であってはならない。というのは，日本
政府は，この日仏銀行が他の日本の大銀行の利益を排除したとの厳しい批判に
直面することとなった。そこで，日本政府は遂に，臼仏銀行の周囲に日本の主
要金融機関の利益を緒集した。この点は，金融代理人の森賢吾がソシエテ・ゼ
ネラルとの交渉のなかで何回も述べている。
　第1点としては，最初副田に与えられた株式は，何とその興銀だけのもので
なく，日本人グループ（三井，三菱，第一，三島，巽）などに分配された。こ
れで日仏銀行が，対フランス事業を独占するという批判はさけられた。
　第2点は，日本人グループは配当の受取りを望むのみならず東京支店に相談
会の創設を願った。これは，渋沢（第一銀行），早川（三井），三村（三菱），
三島子爵からなる相談会の設置である。定款に何ら反する事なく，日仏銀行の
経営を強化するのあれば，本社は全く賛成である。
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　第3点。副田とともに，臼仏銀行の日本の代表の形態を検討。最初は森賢吾
とソシエテ・ゼネラルの契約が検討された。グンッブルグは，節約精神から，
日本興業銀行が代理店の仕事をして，手数料のみ払う方法を考えた。この案は
討論ののち排除された。取締役会は，この方式は，日仏銀行を興業銀行にあま
りにも依存させる。その中立的発展を阻止すると考えた。同行とは協力のみ行
なう。この協約が7月12日に興銀と日仏銀行問でなされた。
　そこで支店開設案が浮上した。副田は実はこの支店案の支持者だった。日仏
銀行の設立を日本人金融業者に周知させるため，日仏銀行の支店が独立ででき
ることが望ましい。
　第4点としては，取締役会は，そこで支店の方式を採用した。だがその成功
のため，日本興業銀行が日仏銀行の本店支店の事業に対してdicreireを与え
るよう望んだ。それ以外は独立営業であり，副田は興銀にそれを伝えることに
同意した。
　8月9日の森賢吾の手紙によると，この問題が固執を引きおこし，長い討論
ののちに，興銀の取締役会は，1年間のみしか，le砒creireを与えないこと
とした。この我々の要請が日本政府と日本人参加者にやや冷水をあびせたよう
である。
　臼本側の主張にも理由はある。第1年目だけのdicreireでも十分である。
これは最良の解決策と評価される。日仏銀行は持出しゼロで，．1年後にはそれ
をやめてもいい。日仏銀行東京支店は，最善の経営をするだろう。一平等の機関
の間ではこのdiCreireは意味をもたない。
　第5点。支店の要望として，東京支店長に独立の権限を与えるべきとの主張
も当然である。森賢吾の要望の手紙は完全な満足を与える。大蔵大臣と井上侯
爵が，彼らを選任すればよい。渡辺伯爵を取締役にすることも最良の選択だ。
日本での組織はあらゆる点ですぐれている。日仏銀行は是非それを受入れたい
と考え，他の点は全くコメントしない。
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　日本人グループは，日仏銀行に与えうる二重の性格は一興銀のパリ支店的
なものと横浜正金のパリ代表部　　現在両行とフランス諸銀行聞に存在する協
力に打撃を与えるものではないと考える。だが興銀については，日仏銀行はそ
の排他的フランス代表部と考える。
　森によると，最初の日仏銀行の，債券発行は，東洋拓植会社の社債の発行と
なるだろう。
　森賢吾の手紙は，最良の印象を与える。日仏銀行の創設にかける日本政府と
日本人グループの重要性を印象づける。事業の発展と支店の機能について実践
的かつ積極的な印象である。
　従って，我々は日本側で提案したすべての手段に承認を与え，我々も素直で
活発な協力により，この共同事業を進めるべきである。
（4）東洋拓殖会社の社債発行
　日仏銀行の第1回の株主総会に提出された取締役会報告書には，同行の最初
の事業として，東洋拓殖株式会社（Cie　par　action　de　Colo皿isation　Orienta1e）
の社債を5％で5千万フラン分発行するのに成功したことが記録されている。
報告書は，この会社は日本政府により，その資本と社債利子の支払いを無条件
に保証されており，経営環境の悪化にもかかわらずこの発行の引受けは成功
だったと結論づけている（8〕。
　この東洋拓殖会社の社債発行の件については，もしロンドン側で何の反対も
なければ，フランス人グループの要求に応じてすべての発行をフランス市場で
行なうことに何の異存もない。何より，この事業は，新銀行の最初の事業であ
ろう，と。日本興業銀行の森賢吾は，パリのグンツブルグ男爵に手紙を送って
いた（9〕。
　また，在仏日本大使はユ913年3月4日の日仏銀行に対する以下の手紙で匝O，
この社償発行に対する臼本政府の支援を説明している。
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　東京から受取ったばかりの電報によると，日本帝国政府は，東洋拓殖株式会
社により合法的に創出され，帝国政府により1913年2月28日に認可された社債
（借款）の利子の支訟いと資本の償却については，無条件にこれを保証してい
ることを，ここに通告します。そして，上記の借款書類には，小生の署名も行
なわれます。
　この東洋拓殖株武会社（Cie　Orientaユe　de　Colonization）について，当時パリ
側で収集していた情報は次の通りであるω。
　この会社は，1908年にソウルに，日本帝国政府によって設立された株式会社
であ糺帝国議会の特別の勅令により設立されたが，日本及び朝鮮の法制下で
民聞企業として活動する。資本金1千万円，50円債20万発行。発行時価は
37．50円。本社は1909年1月11日にソウルで法的に登録され，「朝鮮の経営」を
目的とし，以下の事業を行う。（・）農業，（b）農業経営に必要な土地の購入，飯
売，小作化，管理，コントロール，（・）農業経営に必要な建物の建設，販売，賃
貸，（d）移住者と朝鮮人の間で農産物や農業資材を配分したり，それらの開発や
調査，（・）農業経営に必要な土地の貸与，（f）河州や海の千拓のようなその他すべ
ての事業。植民地の発展のため両政府の認めるすべての事業。、
　過去4年聞（1908－1911年）の経営成果は，下記のとおりで，好成績をあげ
ている。純益が152，221円（1908隼）から958，435円（1911年）へと増加し，配
当金は6％から，6，5％へと増大し，．会社の購入農地も2，348町（1909年）から
22，905町（1911年）へと増大している。
　会社の設立期聞は100年が予定されているが日本および朝鮮政府の合意があ
れば，さらに延長が可能である。
　朝鮮政府は，その土地の提供に対して；6万株を受取っている。代表者は，
日本政府，朝鮮政府の合意で任名される。
　そして1913年の2月28日にはじめて，5％社債の5千万フランの発行が詳可
されることとなる。
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　更に別の史料によると胸，この会社の株主は限定されており，皇族，日本政
府，日本および朝鮮の両国官僚しか株主になれない。
　取締役会の構成員は次の通りである。会長は，日本政府任命の日本人がユ
名，2人の副会長が日本政府により任命され，1人は日本人，もう1人は朝鮮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2人である。その他最低4名の取締役が必要で少なくともその一が日本人，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
残りが朝鮮人でなければならない。株主総会の推薦にもとづき，日本政府が任
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2命する。最低3名の監査役が必要で，少なくとも一は日本人その他は朝鮮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
人であることが必要，これら監査役は，株主総会で選任される。
　準備金は，純益の少なくとも8％を損失が生ずる場合にそなえ蓄積，さらに
2％を配当金のため積立てることが決められていた。
　日本政府は，当社設立から8年間年額30万円の補助金を与える。他方で当社
の事業の監督のため特別監督官を指名するのは，国家の権利である。
　営業年度は4月1日に始まり翌年の3月末日でおわるが，過去の株式配当金
は，6％を保ち，1911年には6．5％に上昇した。
　ソシエテ・ゼネラルに保存されている史料にもとづきこの社債の発行につい
て述べておきたい⑬。最初にこの発行の契約書により，発行の概略をおさえて
おきたい。ソウルに本社をおく，東洋拓殖株式会社は，パリでは日本興業銀行
により代表され，この銀行は，日本帝国政府のヨーロッパ金融代理人の森賢吾
に代表される。彼は東洋拓殖会社の代表としてふるまえるが，それは，在仏日
本大使の証明した，日本帝国政府の外務大臣の証明書およびフランス外務大臣
の文書証明によっても証明される。この森賢吾が一方の当事者である。
　他方の当事者は，日仏銀行である。この銀行はその会長GuemautとJac－
ques　du　Gunzburg男爵によって代表される。
　この両者は，次の同意に達した。
　第1条。東洋拓殖株式会社は，日本帝国官報に，！908年8月27日に公布され
たように，5％社債を5千万フラン発行する。この社債発行の成果は，朝鮮で
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の土地の獲得，土地の耕作にあてられるとともに，これらの土地の経営のため
の融資にもむけられる。
　第2条。今回の発行は，額面500フラン社債を10万債発行する。
　第3条。この社債は，1908年8月27日の日本帝国議会で決定されたように，
原則的に無条件の保証が日本政府から与えられ，その利子を政府により保証さ
れている。
　この社債の所有者は，東洋拓殖株式会社の財産に対して，排他的占有権をも
つ。これは日本帝国議会の決定による。
　森賢吾によると，前記の発行に関するすべての条件は，東洋拓殖会社と日本
興業銀行との社債契約書（Contrat　d’Empr㎜t）に規定される。
　第4条は，この杜債の利子25フランは毎年3月から9月の間に支払われ，フ
ランス側税金は社債所有者の支払いとなる。日本側税金は会社負担となる。最
初の支払いは，1913年9月15日である。
　第5条。社債クーポンは，フランスでは，日仏銀行（ユ32rue　Rεaumur
Paris）と，日仏銀行の指名するフランス在住のあらゆる銀行で販売される。
　社債は，遅くとも1942年に全額償却される。償却が始まるのは1918年であ
る。この償却は毎年朝鮮で行なわれ，その償却表は，作成付属資料のとおりで
ある。
　他方，東洋拓殖会社は，状況に応じて，全額又は一部の買戻しを証券市場を
通じて行いうる。それには，6ヶ月の事葡通告が必要であり，日仏銀行と東洋
拓殖会社を代表する日本興業銀行の委任を受けたものがその仲介を行なう。
　第6条は時効，紛失などの規定なので省略する。
　第9条では，東洋拓殖株式会社は，日仏銀行に対して，利子・償却の手数料
　　　　　　　　　　　　　　　1として，発行された社債総額の一％を支払う。また，社債の買戻し（＝償　　　　　　　　　　　　　　　4　　　　　　　1却）の場合は，一％の手数料を払う。同社は，日仏銀行に対して，15日前に　　　　　　　8
その必要資金を送金することを約束する。
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　第10条，社債の成果は，応募の日から15日後に口座にあらわれる。それはパ
リの日仏銀行の東洋拓殖会社の特別口座の貸方欄にフランで表示されよう。フ
ランス銀行の利子率よりユ％低い利率で保管され，最大ユ年で2．5％である。
　第ユ2条。日仏銀行は5千万フラン社債の発行を保証するが，ヨーロッパその
他の政治経済危機の場合は，この限りではない。第13－15条は省略する。
　日仏銀行立会いのもと森賢吾とH．ゲルノー，J・グンツブルグの三者のサ
インがみられる。
　かくして1913年3月15日に額面500フラン5％の東洋拓殖会社10万社債が，
フランスで発行された。
　社債発行の実現は，東洋拓殖会社と日仏銀行の契約の対象となった。だが，
日仏銀行はこの事業をソシエテ・ゼネラルに譲渡したので，ソシエテ・ゼネラ
ルの手数料0．75％を引くと500フラン額面は375フランで実売価格となる。
　発行銀行の名前は，日仏銀行，パリバ，ソシエテ・ゼネラルの三行とな
る㈹。
　日仏銀行は，設立直後の大型事業として，東洋拓殖株式会社の社債発行に取
り組んだ。両者の間に成立した契約書は，説明を付して日仏銀行の大口出資者
である，ソシエテ・ゼネラルに送付された。というのは，日仏銀行が，この事
業を一括して，ソシエテ・ゼネラルに譲渡したからである。その闇の事情は，
次の資料により明らかとされよう。この史料は，日仏銀行のルイ・ドリゾンが
19ヱ3年3月7日にソシエテ・ゼネラルに送ったものである蝸。
　1913年3月3日付の東洋拓殖会社とわが日仏銀行の社債発行に関する契約書
を送ります。
　我々の同意点について説明すると，ソシエテ・ゼネラル社は，1ヨ仏銀行がこ
の10万社債の発行を引き受けることに同意して欲しい。額面500フランを，そ
　　3の91一％で販売するので458．75フランが1社債の価格である。発行より15　　4
日後に，販売額のフランは，ソシエテ・ゼネラルが我々のために開設する口座
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に記入される。この資金はソシエテ・ゼネラルに預金され続け，我々に有利な
利子を生むだろう。1年の利子は3％で，2，5％は東洋拓殖会社，0．5％が我々
の取分であ孔各自の取分は契約書の第10条で調整されよ㌔
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　ソシエテ・ゼネラルも，日仏銀行と同様にこの社債発行総額の一％の手　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　　　　　　　　　　　　！数料を，買戻された額の一％を手数料として受取るであろう。　　　　　　　　　　　　8
　社債発行の全期間を通じて，わが日仏銀行こそが，フランス税務当局に東洋
拓殖会社の責任ある代表の役割をつとめるであろう。
　この社債発行の経費は，ソシエテ・ゼネラルの負担となるであろうg以上の
点を確認していただきたい。
　この社債発行のための銀行借款団が形成されたばかりである蝸。この発行グ
ループは，最も広範な実カをもつ，わがソシエテ・ゼネラルにより運営される
であろう。我々は特に上場される証券の10％までを対象に，パリ市場でのこの
債権の買戻し権をもつ。わが銀行のこのグループの管理費として，このグルー
プの実現した利益の10％を要求する。このグループの解散は，1913年の6月30
日である。このグループに予備登録した者（会社）にしか，発行社債を販売し
ない。この内容に合意を示してほしい。
　日仏銀行から，東洋拓殖会社の10万社債の発行を譲渡さ机た，ソシエテ・ゼ
ネラルはその社債引受のため銀行借款団を組み，その緒果第5表（次頁）にみ
られるように，10万社債の引受け先が決定したのであるω。
　第5表につき気づいた点を指摘しておこう。まず第1点は，日本とフランス
（及びヨーロッパ）の出資者の比率であるが，日本側購入者を目本興業銀行と
横浜正金銀行に隈定した場合両行の購入社債合計は4，000社債で，全発行数10
万社債の4％にすぎない。日仏銀行の購入分を仮に日本側資本と算定して計算
しても，それは19％を占めるにすぎない。従ってユ913年の東洋拓殖会社の社債
発行は，フランスを中心とした，ヨーロッパの金融資本が日本植民地へと資金
投資に成功した事例といえよう。
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東洋拓殖会社社債購入者リスト （1913年3月8日）
購　入　者　名 購　入　社 債　数
Banq皿e　Franco－Japonalse 15，㎝
Banque　de　Paris 17，500
Comptoir　d’Escompte 5，000
Sir　Ernest　Casse1 3，500
A．Sp1tzer　et　Cie 3，500
Pam皿ure　Gordon＆Cie 2，000
Jacques　de　Gmzb皿rg 1，500
S，G　Alsacien皿e　Banque ユ，000
S．G，de　Banque　et　de　dるp6ts 1，000
St6Suisse　de　B…皿q1ユe　et　de　Dξp6ts 1，000
Crξdit　AIgξrien ユ，500
S．G，des　Valeurs　de　Banque 750
Banque　Sal㎝ique 600
J．Peytel 750
E．Uumann 500
Hirscher　et　Cie 500
Thalmam　et　Cie 500
B；u〕que　Co皿㎜ercia1e　et　I皿dustriel1e 500
J，Berl1ard，Mathieu　G01ユddlanx＆Cie 200
Cr鮒t　Mobilier　FranCais 750
L．Hauser＆Cie 500
L1ユd．Loh］ユstein 250
Char工es　Morawitz 250
H．Legru 200
Banq1ユe　FranCaise　po1ユr　le　Com皿erce　et1’Industrie1，O00
Sξ億Marsei”aise　de　Cr色dit　Ind皿strie1le　et　Co㎜皿erci創et　de　D6p6ts500
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EdImnd　Thεry 250
Banque　de　l’Union　Parisie皿ne 1，000
Simo皿 500
Dovuwil（de　Verneuil） 500
Rotterdamsche　Ba皿krereenigi皿g 500
Albert　Kahn 400
Dubreuilh 300
Banq旭e　Industrielle　d1ユJapon 2，000
Yokoh盆ma　Specie　Bank 2，COO
E．Levy 200
L．Hirsh 200
以上一・計 68，100
Sociεt6GεI1εrale 31，900
総合言干 ユ00，000
〔出典〕　Archives　Historiques　d色1a　SociξtるGξnξrale，B02757による。
　第2点は，大口の社債購入者の確認である。この点は既に引用してきた史料
でも明らかなように，グループを形成したソシエテ・ゼネラルが全社債の31．9
％を引き受け，それにパリバ銀行（17．5％）および日仏銀行（15％）が続き，
この3行中心に社債発行が実現されたことがわかる。他方フランス側で参カロし
ていない主要銀行には，クレデイ・リヨネやロスチャイルド商会があり，イン
ドシナ銀行については，シモンの名前で購入が記録される。また親日派の銀行
家A・カーンやロンドンのパミュール・ゴルドン商会の名前も購入者リストに
掲載されており，フランス金融業界の取り組みは，前年の日仏銀行への出資と
ほぼ同様な構図を示していたといえよう。
　それでは，第3点として，日本側金融業界の動きはどうであったろうか。こ
の第1次購入者リストには，日本興業銀行と横浜正金銀行の名前のみが記載さ
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れているだけであり，基本的には日本の民間銀行（第一，三菱，三井など）
は，この事業から排除されていた。
　東洋拓殖会社の社債発行は，日仏銀行の立ち上げの大事業であり，その成功
がみられた事業であるが，日仏銀行はその後この種の事業（日本の植民地また
はアジァヘの投資）には一切関係していないのは，あるいは，フランス側から
の制約が強化されたからとも考えられる。また申国事情に熱意を示した渋沢栄
一も1917年には，日仏銀行の事業より手を引くのである。
　第5表にみてきたように，東洋拓殖会社の10万社債の発行は，パリ金融市場
で即産に購入者をみいだしたことから成功と評価できるが，3行（日仏銀行，
ソシエテ・ゼネラル，パリバ銀行）の社債発行の説明に対する批判もみられ
た。
　ある金融新聞では，東洋拓殖会社の社債発行について各種の批判を加えてい
る㈱。
　第1に，5％の利子というが，フランス側の税金を購入者が負担すると4．65
％にすぎない。第2に日本政府の「無条件の保証」という表現については，こ
の野蛮な新造語は何を意味するか？　inconditiomeneよりもsans　conditions
でよいのではないか。第3，日本の1908年法とは何か。第4，何故取締役会の
会長名が示されていないのか。第5，ソシエテ・ゼネラルはクレディ・フォン
シエでないはず。この会社は，日本の植民地の農業開発を意図したものであ
る。ソシエテ・ゼネラルは何故フランスの植民地にこの種の会社つくらないの
か。第6，日本大使の手紙の日付は3月10日であり，社債の発行がユ5日であ
る。何故急いで発行するのか。第7，8は省略。第9。朝鮮政府は6万株を受
取った。残りの株は誰が応募したのか。第ユO。増資の決定は，取締役会なの
か，それとも政府又は株主総会なのか？　第ユユ。株式はすべて記名株である。
日本又は朝鮮国籍以外の人も株主になれるのか。フランス資本家は，株主には
なれないし，経営参加株をもたない，社債所有者であり，奇妙である。以上は
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フランスの銀行のこの社債に対する疑問である。
　最後にひと言つけ加えておこう。日本はフランスで公称5％実質4－65％の社
債を発行する一方で，ロンドンでは5．5％のBond　du　trξsorを発行している。
その保証はより真面目のものだし，利率はこのパリの東洋拓殖会社のそれより
はるかに高い。
　イギリスは日本の同盟国（a11i6eS）である。フランス人は，日本人の友好人
にすぎない。この点ソシエテ・ゼネラルも銀行グループも決してフランス人貯
蓄家に有利なことをしないといえよう。
（5）日本の国際収支ポジションの改善とフランス短期国債発行
　の試み
　日仏銀行の株主総会に対する取締役会報告書（19ユ6年度の営業成果報告）に
よれ1拶，ロシア，イギリスに続き1916年度は，フランス政府が日本で短期特
別国債（Bon　du　Tr6sor）を発行し，5千万円を調達した。この資金は，日仏
銀行に預金され，フランス政府の日本での物資の調達に使われることとなっ
た。取締役会報告書は，株主に対して，日仏銀行がこの短期国債の発行に参加
し，成功したと報告している。だが以下にみるように，日仏銀行のフランス大
蔵大臣への手紙では，フランス国債発行が，困難であった点を指摘し，その改
善を要望している㈱。以下はその紹介である。
　日本の現状とフランス金融市場に対する日本の展望について報告する。日本
は最初からフラシス側，違合国側で参戦した。極東のドイツ植民地を奪取した
のち，日本の連合国側への貢献は特に海軍と商業領域で大きい。特に武器と軍
需品を集中的に生産したのであ乱
　この活動の結果，日本は膨大な利益をあげ金が流入し，急速に国家の発展と
繁栄をもたらした。その点は貿易収支，帝国国庫への貿易の影響および財政の
3点をみるとよくわかる。
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　19！3年には外国貿易は次のとおりであ孔
　　輸入　7億2900万円
　　輸出　6億3200万円
　　入超　　　9700万円
　1914年より，輸出額急増，1915年は以下の数値を記録した。
　　輸入　5億3200万円
　　輸出　7億800万円
　　出超　ユ億7600万円
　19！6年の1～8月ですでに，出超は1億6400万円を記録。1913年まで赤字で
あった貿易収支は，第1次大戦以降，大量の増加しつつある出超を記録してい
る。
　武器や軍需品の大量な供給のほか，日本商晶は，甫アジアにおいてヨーロッ
パ商晶に取って代りつつある。ヨーロッバ商晶は労働力の不足やヨーロッパで
の戦争により，もはや十分に生産できない。その輸出は商品の不足や価格の極
端な高騰で不可能となっている。
　多様な条件を利用したから日本は債権国になり，国内への入金数字は増加し
続けストップすることを知らない。
　金所有額はかつて戦前には3億円であったが，1916年8月には，6億7500万
円となった。この時期，日本政府は1億5000万フランのイギリスのBons　du
Tresorの購入を発表した。
　他方で日本は，この資金を日本国債の償却にあてるであろう。
　日本の公債は，1904年に5億3800万円であり，日露戦争後著増した。1907年
に2ユ億9570万7000円となる。1914年には25億4500万円となっていた。
　ユ915年より，減少の傾向を示したが，それでも25億637万1千円を記録して
いる。
　この時点以降，日本政府は，イギリスで発行した4．5％国債，1913年のフラ
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ンスで発行した5％のBons　du　Tr6sorの買戻しを始めた。この1913年の債券
の発行総額は2億フランにのぼる。その半分以上が既に償却され，買戻しは続
いている。
　19！5－17年の2度にわたる会計年度の日．本予算は，その償却費1億6千万円
を計上している。
　貿易収支，金保有額，国債の償却の上記の数字により，日本で公共財政の改
善が急速に進んでいることを示している。また数字は同時に個人財産と一般的
富の増加をも示すものでもある。
　日本は突然，経済繁栄の時代に突入した。西欧文明に同化し始め，、軍事的，
科学的，工業的，商業的進化をみせている。
　この繁栄の最近の徴候のひとつは，7千万ルーブルのロシア国債が，日本で
発行され，あっと言う間に2倍の買手がついたことである。
　1915年の5％のフランス国債発行の時，1ヨ仏銀行は一その本社はパリにあ
るが，重要な支店を日本に設置してあり一東京のフランス共和国大使から，
わがフランスの国債への購入申込みを受け付け，宣伝する仕事を委托された。
活発な宣伝にもかかわらず，日仏銀行は，222万8700フテン分の購入申込みし
か達成できなかった。
　1916年の同条件の国債については，購入申込みは50万8200フランにすぎな
い。この不振は検討に値する。日本人大衆は，アメリカの証券に投資し，ロシ
ア国庫の債券にも応募している。たしかロシア国債は6％フランスのそれは
5．7％だが，この差はそれほどでない。
　従って不振の理由を他にさがすべきである。日仏銀行の調査によると，日本
の大衆がフランスの国債を敬遠するのは，それが日本の市場に上場されないか
らである。
　応募者は，自国の市場に上場されない証券を購入することになる。日本人買
主は，このフランス証券を購入したい時には，見知らぬフランスの代理店にお
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もむき，いつフランスに届くかもしれずにその証券の代金をフランスに送る。
フランスの利率もわからず，それを販売した時代金がいつ入金になるかもわか
らない。この条件下での交渉や，費用，危険，遅れる時間などは，多数の日本
人の目には，フランス証券を譲渡するなどということは，まことに不可能にみ
える。
　もしフランスの証券が，東京証券取引所で上場され，もし日本人資本家たち
が，現地東京で容易に取引出来るならば，日本人たちはフランス証券に関心を
もち，大量に応募することは，推測される。
　現在，日本は日に日に豊かになり，金が国庫や個人の財布に流れ込んでいる
時にあたり，わがフランスの将来の国債への日本人の参加は，もっとも利益を
生むことであり，それを容易化する手段をさがすことは，無視できない。
　現在日本で特別の債券が発行されないとしても，我々にとって必要だと思わ
れるのは，もし将来国庫が債券の応募者を日本で獲得しようとすれば，何より
もまず，フランス政府が，東京の証券取引所へその国債の上場詳可を要求する
ことである。
　それにより，その発行への新分野が開拓され，同時に日仏の利害関係が強化
されよう。日本は，益々将来に期待できる国なのである。
　また，巳本で起債したフランスの国債の販売基金を日仏銀行に預金するにあ
たっての，フランス大蔵省とフランス外務省の間の見解の調整については，次
の書簡が明らかにする刎。
　去る1O月22日の電報で，フランス團庫からユ30万円分が徴収されたことを知
りました。日仏銀行は，この我々の資金が出来る丈長く同行に預金されること
を望んでおり，大使館側は，この円で発行した我々の国債から調達された資金
が，横浜正金銀行へ集中化されることを好んでいることも知りました。貴下が
私に望んだことは，このフランスの国債を発行するに当り一役買ってくれた日
仏銀行に満足感を与えるための手段があるか検討することでした。
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　私はまず，この資金を利用するまで，フランス国債発行により調達した資金
を日仏銀行に保管しておくことに全く賛成です。勿論，日仏銀行の提案する利
子率が正当な場合ですが。私達にとっては，フランスの銀行から，他の日本の
金融機関へとその資金を移送する理由は全くありません。他方で当然のことな
がら，この資金を日仏銀行に預金しておく将来の期間について約束することは
できませ仙この期間は，明らかに我々の必要とする資金量に依存しているの
です。
　日仏銀行は，明らかに，円で調達した我々の国債発行による資金は，契約白
体に書かれているのだが，日本商品の支払いに隈定されていることを知ってい
ます。従ってこの資金は，商品交換の行なわれるどの方面にも使われるので
す。従って，日仏銀行の預金がなくなる前に横浜正金銀行の預金に手をつけな
いことを日仏銀行はよく知っているはずです。
　このことを理解された上で，貴下が東京のフランス大使に，日仏銀行はフラ
ンスの性格を持った銀行であり，わが国債を発行するときフランス国庫に多大
の貢献をしたことを大いに主張して下さって結構だと存じます。
　日仏銀行は，取締役渡辺千冬の名前で，フランス国債による調達資金が出来
る丈長く，預金されるよう在日仏大使へ陳情しています㈱。’
　わが支店は1917年から1918年のフランス債が発行された時，その資金を保管
できたことを満足に思っている。我々が，この預金に提供した条件は勿論，最
良のものである。
　8月20日に，在日フランス大使館より，一回で1300万円の額を引き出す通告
があり，支店はこの額の支払いに忙殺されました。大使殿は，このように巨額
の引出しは，銀行にとって困難なものであることはおわかりでしょう。勿論私
どもはそれを拒否する権利はありませんし，他方いつもこのような出来事に万
全な準備をしているわけでもありません。
　他方で私どもがお伝えしておくことが正当だと考えるのは，フランス債の発
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売にあたりその発行を集中化するため如何に私たちが公平に働いたかであり，
この証券の説明書の発行の遅れたことにどれほど苦労したかです。従って，再
度このような大量の引出しがおきないよう期待しているのです。この点につい
て若干見解を述べます。
　我々は日本における唯一のフランス系信用機関です。日仏銀行の創設は，日
仏間の経済関係を緊密化するための仲介的，強力な金融機関を創設するという
哲学によってなされたのです。私見によれば，まさにこの哲学故に日本政府
は，直接的・間接的方法で銀行の創設に強力な支持をし，大変低い利率にもか
かわらず，パリ支店に500万円を預金したのです。この預金のごく一部は，戦
争が始ってから，全く例外的な理由で引き出されています。
　私は，わが行のような金融機関が発展することは，フランス政府にとっても
同様な希望だと存じています。私は，貴下ができるだけ長く上述の資金をわが
銀行に預金しつづけることを望んでいます。
　だが資金の必要なときには，臼本でフランス債を円で発行することにより，
それを横浜正金銀行に預金してもよいのです。今回引き出しが最後のものとな
りこれ以上ありませんように。
（6）日仏銀行の日本での地位をめぐるエピソード
　1923年5月22日付で，日仏銀行パリ本店の取締役会会長Dum㎝tが，大蔵大
臣宛に手紙を書き，日仏銀行東京支店が横浜の領事から不当な扱いを受けたこ
とを抗議している㈱。
　拝啓。日仏銀行取締役会は，1923年5月ユ6日の会議で日本支店からの報
告一一横浜のフランス領事D6］ardmの陰謀についての報告が行なわれました。
　この問題は日仏銀行の従業員個人の利害関係をこえるように私には思われま
すので，報告をいたします。Amiral　Gil1yのミションの滞日中に，東京支店管
理部　　日本人だけからのみ構成されていますが一は，当然のことながら高
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等銀行や高等商業家により組織される，このミッションの歓迎レセプションを
組織するイニシァチブをとるべき第1番目のグループだったのです。またこの
ミッションに日仏銀行の金融サーヴィスを提供すべき義務も当然のことながら
負っていたのです。
　ところが，フランス人領事デエジャルダンは，日仏銀行を避けるかたちで，
各種の外国銀行にすべてを委せていたのです。そして，日仏銀行側には，すべ
てが手配済みだと伝えていたのです。
　その他以下の点がみられます。
　在日フランス大使館は，横浜の領事に歓迎夕食会を組織し，在1ヨフランス住
民を招待し，重要な日本人実業家を招待する仕事を托していたのです。
　そして，日仏銀行の東京支店のトップに立つ取締役は，招待されなかったの
です。東京支店の工業部門のフランス人技師，彼はシュネイデル社との交渉を
しているフランス人ですが，その彼も何ら特別の扱いを得ていないのです。そ
してこれは，日仏銀行東京支店が，横浜の産業会議所のメンバーであることか
ら，なお一層驚ろくべきことなのです。わが行のフランス人技師は，Amiral
Gi11yの東京支店の取締役への要請にもとづき，ミッションの滞日中のアテン
ド役をつとめていたのです。追加的に招待状が発行されたのは，大使館へ陳情
をしたのちのことだったのです。
　もし我々が，この事態が発生した時，日仏銀行が日本で窓口をもつ唯一のフ
ランス系銀行であることを考えるならば，横浜の領事のこの行動は，驚ろくべ
き事だ，ではすまされないものがあります。
　彼は日仏銀行をその外国の競争銀行よりも明らかに劣っているとみなしただ
けではありません。より一般的に言えば，日本でたえずフランスの利益を守る
ため最大の努力をしている日仏銀行に対する領事当局の全く正当化されえない
軽蔑的態度は，我々フランス人を観察している日本人の銀行員にたえがたい印
象を与えたのです。
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　　フランス政府がこの事態に介入するよう貴下の決断を求めて事実関係を明ら
かにしました。
注（1〕Discours　de　M．SOEDA（PresideI1t盆1’Ass国mb16e　Gεnさrale　des　Actio口naires　de　la　BaIlql1e
　　　1皿dustrie－1e　du　J目po聰．（traducti011．Archives　Historiques　de　la　S・G・　3λ砺士1912・　B2761一
　（2）　『渋沢栄一伝記資料』第50巻（渋沢栄一伝記資料刊行会編，1955－1971年）。
　（3〕同伝記資料，第50巻，334頁。
　（4〕同伝記資料，第50巻，342頁。
　㈲　同伝記資料，第50巻，344頁。
　（6〕勝田家文書，「井上邸二於ケル協議事項概録」（大元・8・7）。
　（7）Note　sur　les　pmposltions　form皿1畳es　par　M，Kengo　Morl　dans　sa　lettre主M－J．de　Gmzbl1rg　en
　　　date　du　g　aoitユ912．Archives　Histor1que　de1a　Sociさt色Gξ口さrale，B0276ユ。
　｛8〕Banque　Framo　Japonaise，Asse皿b1ξe　G毫11さrale　Orddimire　des　Actiomalres　du90ct－1913．
　　　Rapport　du　Conse11dIAd皿i口istration　1912－1913，Archives　Historiq1ユes　de　Credit　Lyomnais，
　　　DEEF／4566S．
　（9）U皿e1ettre　de　K．Mor1自M．1e　Baron　de　Gmzb11rg，Londres　le13aoOt1912，Archlves　Historique
　　　de　Ia　Sociさ脆Gξ皿…rale，B02761．
　㈹　U口e　Copie　de　lettre　adre宮sξe自1a　B，F．J　par　S．E－rA皿bassadellr盆Paris　d1ユGover皿emnt
　　　1皿p6ria1du　Japon．Paris，此4舳也燗1913．K．I∫HエArcbives　Historiq口e　de　la　SociさtξGξnεrale，
　　　B02757，
　　ω　E皿pr1mt　de　la　Cie　Orle皿tale　de　ColomsatioIl，Archives　Historiques　de1a　SociεtξGξnさrale，
　　　B02757．
　　⑫　Orienta1Deve1opment　Co皿pany，Limited（1e26Juin1912）Archives　Historiq1ユe　de　S－G－BC2757一
　　（13ソシエテ・ゼネラルのArchives　Hlstoriquesに保存されている，東洋拓殖会社の社債発行の
　　　契約書（C㎝trat）による。Archives　Historiques　de　la　Soci毫tξGξnεra1巳．B02757．
　　（14　Co皿pagnie　Orienta1e　de　Colonisa血on，Siさge　Socla1－Seol11（E皿pire　dl1Japon）6Jui11et，1922，
　　　Archives　Hlstorique　de　la　Sociξt色Gξnξra1直．
　　阻5　Une　mpport　p01］r　Soci色tξGξ11さrale　de　la　part　de　la　Banq1ユe　Franco＿Japonalse（7Marsユ913），
　　　Arcbives　Historique　de　la　SociεtξG色nさr釦e，B02757一
　　　　　以下の記述は，次の資料による
　　⑪6　SociεtξGεnεrale，Emprunt5％de　la　Cie　Or1Entale　de　Colonisatio口（Orien制Development　Cy　Ld
　　　6〃血術1913，S，G．O．Direction　Gξn…ra1虐，Archlves　Historiques　de　S．G。，B02757一
　　㈹　ソシエテ・ゼネラルの史料館には，1913年3月8日時点での社債引受け状態を示す史料が保管
　　　　されている。0rientaI　Developme皿t，Participatio口s（8／3／1913〕，Archiv直s亘istorique　de　la　Soci搬
　　　（；ξnξra1e，B02757．
　　㈱Les　Nouveues　Ec㎝o皿iques　et　Financ1さres，（日付不明，P．117～），Archives　Historiq皿虐s　de　la
　　　SociさtξGξnさrale，B02757による。
　　血9　Rapport　de　Conseil　d’Ad皿i皿istr乱tioll，19D6cembre121917，Archives　Historiques　Crξdit　Lyonn固is．
　　　DEEF／58403／2
　　臼O　Un色1Ettr直（r劃port）de1a　Ba皿q1蛇F．J．（Paris）pour　M．le　Mi皿istre　des　Fi口ances、如27W帆1916，
　　　Archwes　de　Mimstさre　des　Fi皿ancos，B32，888．
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⑫］〕　Une　Iettre　d1』Ministre　des　Finances身M．1e　Mmistre　des　Affaires　E故≡mgさres（Direction　des
　Affaires　PoliOques　et　Co皿merci刻es）30汀0／19　B．32，888，Savig町一
吻　Une1ettre　pour　Son　ExceIlen㏄Mon筍ieur　Edmond　BAPST，Ambassadeur　de　France，de　la　p邑rt
　de　Banque　Franco－Japo皿alse，T．WatanabεSignξ，Tokyo11Septe皿bre1919，Archives　Historiques
　de　Minis浅re　des　Fi皿a皿ce　B32，888，によるo
鯛　Une　lettre　du　Ch．Du皿ollt曇Momieur　le　Minlstre　des　Fmance（23Ma11923），Archives
　Historiques　de　Minlstさre　des　Fina皿ces　B32，888．
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第四章　日仏銀行と横浜正金銀行との調整
　　（ユ〕日仏銀行開設時（1912年）の両行の協定書
　　（2）両行協定書の破棄（1923年）
　　（3〕横浜正金銀行リヨン支店のパリ移転計画の公表（1930年）
　　（4〕両行の再協定調整に動くフランス官庁
　　（5〕横浜正金銀行リヨン支店のパリ移転に関する日仏銀行との合意
　　　（193ユ年5月）
第四章　日仏銀行と横浜正金銀行との調整
（1）日仏銀行開設時（1912年）の両行の協定書
　横浜正金銀行は，日本興業銀行の日仏銀行設立に，当初から好意的だった唯
一の日本の銀行である。その事は，第1表にみられる（拙稿（上）参照），日
仏銀行の当初株主の吉川高秀の所有株100株は，実際は横浜正金銀行の持株で
あったことは第4表（拙稿（上）参照）のT・吉川の100株がそのまま，横浜
正金銀行ロンドン支店長，巽に転売されていることからも明らかとなる。ま
た，日仏銀行取締役会メンバーのひとりとして，前出のK・巽が創立以降参加
していることから一も，両行の協力関係は明らかとなる。両行が日仏銀行の設立
された，ユ912年に協定書をむすぶが，それは既に1月26日の森・ドリゾン予備
契約書の付属資料②として以下のように記録されていたのである｛1〕。
　森賢吾とソシエテ・ゼネラルの予備契約書の第8条にもとづき，日仏銀行と
横浜正金銀行は，その事業に相互の協力を行なうため以下の契約をむすぶ。
　第1条。横浜正金銀行は，外国貿易についての全国機関として日本でよく知
られており，当行はこの種の事業で，既に早くから重要な仕事を行ってきてい
るので，日仏銀行は，横浜正金銀行が依拠するあらゆる地域から身を引き，そ
の日本でのあらゆる商業清動から身を引くこと。
　第2条。他方，横浜正金銀行は，日仏銀行に横浜正金銀行の引受ける発行事
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業への参加を認める。
　友好的な相互性をもって日仏銀行は，自行が行なう事業において，横浜正金
銀行に利益を与えるよう最大の努力をする。
　第3条。第2条の相互代表性の約束にもかかわらず，二つの銀行は，支店を
開設する権利を放棄するものではない。だが可能な限り同一都市への進出を避
けるべきことは言うまでもない。
　第4条は，第2・第3条で規定した相互代表の報醐についてである。両行の
代表は，他行から代償としての報酬を受け取るがそれは相互のアンタントで決
定される。
　また，両行の代表者が，既に19n年の8月2日に契約書の原案を作成し，こ
の協定が1O年聞有効であり，双方から異議のない場合には，自動的に延長され
ることを規定した契約書は，以下のように述べている（2〕。
　資本金4800万円で本店が横浜にある，日本商法の株式会社横浜正金銀行，代
表者ナルヨシ・アベとロンドンの副支配人が一方の利害関係者であり，資本金
2500万フランで本社がパリ（56me　de　Provence）にある日仏銀行，取締役会
会長，ゲルノーと取締役Jacq㎜es　de　Gmzburg男爵に他方で代表される臼仏
銀行の両行は以下の同意を得た。第1条。棲浜正金銀行は日本では，外国貿易
に関する全国的機関として知られており，長い聞にわたって，この領域で圧倒
的影響力を持ってきたので，日仏銀行は，日本および日本に所属する領土での
commercedecha㎎eを差し控えるであろう。
　それに対して，第2条では，状況に応じて横浜正金銀行は，1ヨ仏銀行に，同
行が取扱うだろう機会をもつ発行業務にあたり構成される発行借款団に日仏銀
行が参加することを認めるだろう鉋
　友好的相互主義にもとづき，日仏銀行は横浜正金銀行自体が専念すべき性質
の事業の場合に同行に利益を与えるよう努力するだろう。
　横浜正金銀行は，日仏銀行のロンドンおよびリヨンの代表として行動し，日
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仏銀行は棲浜正金銀行のパリの代表として行動するであろう。
　第3条。前条で問題となった相互代表の約東にもかかわらず，両行はそれぞ
れ，支店を開設する権利を放棄するものではない。だが当然のことながら，両
行は可能な限り同一の都市での支店の開設を避けることになろう。
　第4条。第2条および3条で間題となっている相互代表への酬報として，両
行の各々は他行からの手数料を受けとることになろう。その額は相互の協定に
より決められるだろう。
　第5条。この協定は，今後10年問有効であろう。各10年経過ごとに，異議の
ない場合自動的に10年さらに延長されよう。
　（パリで作成。2通。1911年8月2日に作成。）
　この史料には，横浜正金銀行リヨン支店長丁・田辺の名刺が添えられてい
る。
　又当協定書の効果については，日仏銀行がソシエテ・ゼネラルに宛てた以下
の書簡が述べている｛3）。
　拝啓。ソシエテ・ゼネラル総裁殿。
　森賢吾の提言にもとづき，日本銀行総裁，横浜正金銀行の監査役，H・ヒジ
カタの来訪をえた。ヒジカタが，貴下（ドリゾン）に再度会見を申込むとはあ
りうることなので，彼との会談の内容を事前にお伝えしておきます。
　今日までの我々の情報によると，日本の銀行はどこも，日仏銀行に口座をひ
らいていません。日本の友人たちの発行する1ettres　de　cr6dit（パリ向け）は，
クレディ・リヨネに送られるのです。また，日仏銀行と横浜正金銀行との関係
もまだ満足できる緒果を生んでいないのです。
　我々は正金銀行に同行とわが行の間に契約がサインされ存在するのだと伝え
ました。そして，我々が日本とのcommerce　de　cha㎎eを商売として獲得出来
ていないことも伝えたのです。我々は横浜正金銀行側からの申し出を待ってい
るところなのです。
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　この契約は，わが銀行を横浜正金のパリ出張所とみなすことになっているの
ですが，（第2条）今日まで死文に等しいのです。それどころかこの契約は，
わが日仏銀行と他の銀行との関係を制約するものとさえなっています。例えば
ベルリンのDeutsche　Asiatische　Bankは，横浜とわが行との間に如何なるア
ンタントも存在しないと宣言する日まで，料金や口座条件についての日仏銀行
のそれを認めないというのです。
　ヒジカタは，この問題に留意すると発言し，我々はそれに謝意を示しまし
た。
　我々のこの説明を，ソシエテ・ゼネラルの総裁におかれましても十分に支持
をしていただきたい。
　この書簡は，日仏銀行側に1912牛の協定に関する不満が存在したことを示す
ものである。他方，この協定に最初に違反したのは，日仏銀行側であったとも
考えられる史料が存在する。それは，日仏銀行の東京支店の開設が協定に反す
ると考えるグンツブルグ男爵の次の書簡である（4〕。
　フイナリ氏によれば，彼の参加しなかった日仏銀行の最近の取締役会で，東
京での支店の開設が決定されたとのことである。
　日仏銀行は東京には委員会のみをもち日本興業銀行が日本での窓口となる合
意ができていたはずである。横浜正金銀行との同意も，日本での本格的な銀行
業務を排除していたはずである。私は両行の同意の基本のひとつを修正するこ
の重大な決定が，ソシエテ・ゼネラルの意見を徴することなく下されたことを
残念に思う。
　私の友人たち（横浜正金銀行か？）は，自らの権利を守るに厳しく，当然多
くの反対のおきているこの決定について，私どもが判断できるまで，その実行
を猶予するよう私に要求するだろう。
　貴行のゲルノーにこの手紙のコピーを送ります。
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（2）両行協定書の破棄（1923）
　1912年の両行の協定書は，10年間有効とされたが，既に1917年に日仏銀行側
が第1条の為替取引の制限に関する条項の廃止を要求したのに対し，横浜正金
銀行側はむしろ，協定全体の廃止を主張した。そして，両行は協定書の破棄に
合意することにより，今後も友好的な協力関係を保つこととしたのである。こ
のあたりの事情については，以下の史料が詳しい。
　まずは，グンッブルグ男爵が，棲浜正金銀行ロンドン支店長巽に1917年7月
17日に送った英文書簡をみておこう（5〕。
　拝啓。巽様。
　森賢吾が私に伝えてきたところによると，横浜正金銀行の取締役会はopξ一
ration　de　cha㎎eを認めたくないだけでなく，日仏銀行との協定全体が廃止さ
れることを願っているのである。
　私の想定によると，結局彼らの目標としているのは，パリに横浜正金銀行の
支店を開設したいのであり，個人的には，これに対して横浜正金銀行側は何の
異議も見出さないのである。だが私にとって望ましく思われるのは，一同僚
の日仏銀行の取締役の意見を微したのだが一完全に協定を放棄することであ
る。私は，日仏銀行の関係者に横浜正金銀行の意図を伝達さえしたのである。
　私が確信を持って言えることは，同僚たちは私の意見に同意し，将来におい
ても，二つの銀行がここパリに設立され，特別日本との取引を行うのであり，
パリに2行は決して多すぎない。ご存知のように，貴下が日仏銀行の取締役に
とどまることは大変重要で，それこそ二つの銀行のきずなとなる。私は既に自
己の見解を数回表明しているので，これ以上繰り返さない。だが，もしこの点
が事前に決定されていたとしても，私が再度同僚たちに，この点につき何の変
更もないと示す報告書を作成することは有益だと考える。
　また，日仏銀行側から横浜正金銀行に対しても，1912年の協定の破棄の合意
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と，今後の協力を期待する以下の書簡が送られた｛6）。
　私たちは，日本帝国政府金融代理人の森賢吾より，横浜正金銀行の本社が，
我々の19ユ2年の契約をきっぱりど解約するのに同意したことを知らされまし
た。op6rati㎝de　cha㎎eに関する項目のみならず，契約全体の廃止を要求し
ているのです。
　このような結果は予想をしておりませんでした。だがこれを私どもは受け入
れます。これはわが行が貴行と良好な関係を保ちたいという真剣な要望のあら
われでもあるのです。
　我々は，わが行の開設以来両行の問に存在してきた親密な協力精神が将来に
亘っても発露されると考えています。そして巽が日仏銀行の取締役会メンバー
であり続けることがその貴重なあかしであろうと考えるのです。
　わが行の取締役会は従って，巽がわが社に留まりつづけることが許され，同
時に彼もそれを望むことを期待しています。
　この様にして，日仏銀行および横浜正金銀行両行は，友好的雰囲気のなか
で，10年経過した協定書の破棄に1923年6月合意に至る。その状況はまず，日
仏銀行から，横浜銀行へあてた次の書簡で明らかにされる（7）。
　両行問に19ユ2年の8月2臼に交わされた協定の解除告知に関する1923年1月
26日の手紙を送りました。そして，私たちは，パリ本店がこの解除告知につい
て合意する旨伝えてきたのでお知らせします。
　従って，先便と同じ考えで，解除後も従来以上の協力を認めていただきたい
のです。
　これに対し，横浜正金銀行取締役会会長のK・．児玉は次のように答えて合意
している（8）。
　玉信拝受。これは貴行本社が両行間に1912年8月2日にかわされた協定を無
効とすることを承認したことを知らせてくれた。
　貴殿は，将来にわたり両行は今日までと同様に最高に良好な関係を続けるだ
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ろうと確信していただきたい。それは相互利益，特に金融参加や為替作業等々
の場合である。
　このように両行の合意により，10年聞経過した両行の合意書は1923年に破秦
されるに至ったがそれは両行それぞれ思惑があったからである。最初に協定の
　部破棄を提案した日仏銀行側は，日本国内での為替業務の展開に，また横浜
正金銀行側は，リヨン支店をパリに移転する計画を練っていた。リヨン支店長
田辺は既にフランス官庁に根まわしを始めておりその経緯は，フランス大蔵省
に保存さている，日仏銀行についてのノート（1930年）が明らかにする（9〕。
　横浜正金銀行の支配人の田辺が，大蔵省の資金局（Direction　du　Mouvement
G6nξra1des　Fonds）に対して説明しに来たことは，この日本の銀行がパリに支
店を開設するにあたり，当行の意図がどこにあるかを明確にしている。
　19ユ2年の契約のお蔭で，日仏銀行は日本に対する為替取引はすることができ
なかった。他方では，横浜正金銀行と日仏銀行は，両行が同一の都市にお互い
に支店を開設して競争をしないように合意していた。
　1917年に日仏銀行が，1912年の為替取引に関する条項を廃止するよう要求し
た。横浜正金銀行側は，契約全体の廃止を主張した。そしてそれは実現され
た。この時グンツブルグ男爵は，日本人たちは多分パリに支店を開設したがっ
ているであろうし，それに個人的には何の反対もないという手紙を書いた。い
づれにしても，1912年の契約は廃止された。
　現在，リヨンの横浜正金銀行は，過去10年間赤字である。当行によればその
原因と認められるのは，生糸に関するリヨン市場の衰退である。またチュー
リッヒ，ミラノ，ロンドンの発展もリヨンの衰退を引きおこした。他方では日
本事業の70％はパリ市場で，アメリカの銀行によりなされている。そして，横
浜正金銀行が25％，日仏銀行が5％の取引を行っている。
　この条件下で横浜正金銀行はパリ支店の開設を提案し，常に良好な関係を
保っている日仏銀行との関係も変化させないでおこうとしている。横浜正金銀
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行は，、時にパリのアメリカの諸銀行とこそ競争をして，それによりむしろ，1ヨ
仏銀行を援助するのに何の異議もないのである。横浜正金銀行は，日仏銀行が
要求するならば、それに応えるためパリには進出しないことさえ示唆してい
た。だがロンドンに進出した日本の銀行がパリに支店を開設すると言った時誰
もこれを阻止できないのである。このパリ支店は，パリのアメ・リカの諾銀行の
競争相手となるだけでなく，日仏銀行のライバルとさえなりうるのである。
　これに対し，横浜正金銀行は，その営業活動をリヨンに限定され，短期間存
在しただけで，フランス金融市場より退出し，日仏銀行との協力も中止せざる
をえ」ないのである。
　日仏銀行との協力を熱望しつつも，横浜正金銀行，そして少なくとも田辺支
店長は，その協力の限界を文章で明らかにすることに多大の困難を覚えた。
　横浜正金銀行がパリで行ないたい営業活動は以下の点である。
　（1）フランスの諸銀行の資金を入金するのに首都の金融市場を利用して，こ
　　の経路を用いることにより，横浜正金銀行の本社の活動を制限すること。
　（2）パリで，日本への為替取引業務を行なうこと。
　（3〕フランスでの日本債の発行を容易化すること。
　（4）日仏両国の輸出貿易に金融的支持を与えること。
　この計画の実現のため，当銀行はパリで銀行としての全業務を行なうことを
望んだ。そして，田辺支店長は，日仏銀行へいくつかの業務を委託することを
望んだのである。更にまた日仏銀行へと横浜正金に不安を抱いている顧客をふ
りむける・ことも望んでいた。
　フランス外務省は，田辺支店長に，この事件は日仏銀行と横浜正金銀行の間
で調整されるべきだと述べている。個人的に，田辺支店長に，陰に陽にコンタ
クトが続けられ，日仏銀行の要請を最大隈考慮すべきだと進言した。、。というの
は，日仏銀行の要求は，フランス政府の支持を得ていると思われるからであ
る。
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何よりも現在では，日仏銀行側からの正金銀行のパリ支店の開設への反対は
より弱くなっている。他方田辺は，活発な実業家の印象を与える。正金銀行の
パリ進出が，アメリカの銀行を犠牲にして行なわれるなら，それに反対するこ
とはできない。だがもう1度述べるなら，日仏銀行が横浜正金銀行の犠牲にな
ることは避けるべきなのである。
（3〕横浜正金銀行リヨン支店パリ移転計画の公表（1930年）
　1930年4月に，横浜正金銀行が，そのリヨン支店をパリに移転することを決
定し，公表したことから，日仏銀行との関係は緊張し，両行問の文書の往来
は，フランスの官庁をもまきこんで頻繁に行なわれる。フランス大蔵省に保管
されているそれらの史料にもとづきリヨン支店のパリ移転計画に対する反応を
みていこう。
　最初に検討するのは，1930年4月30日の日仏銀行の取締役（日本人）から，
横浜正金銀行の取締役会会長にあてたものである㈹。
　去る4月25日，貴行リヨン支店のパリ移転の決定に関する会談が行なわれた
ことをこの手紙でお伝えします。
　その時貴行側が追加的に発言したかったことをここに文書で伝えます。貴下
によると，為替取引において貴行は決してわが銀行と競争相手にならないとの
ことですが，それは，貴行のリヨン支店の取引が少しづつ減少してきているた
めだと恩われます。そのため貴下は，貨幣市場の中心地でもあるパリに進出し
将来の貴行の金融活動にそなえようとしたのです。勿論私たちは，貴行の1923
年6月13日の手紙，わが行の同年1月26日の手紙にもとづき，次のように考え
ています。即ち，相互に利益をうる場合，特に金融参加や為替作業などの折，
できる丈広く相互協力をして，相互援助をする用意があるのです。また願わく
は，貴下がその貴重な支持を従来通りわが行に与えてほしいと恩っています。
というのは，貴行のパリ支店開設後友好関係をもつことが必要だからです。
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　ユ930年5月5日には，日仏銀行の東京支店の支配人のM．依田は，日仏銀行
のパリ本社の総裁のMu11erに次のような電文を送っているOカ。
　“横浜正金銀行は，その将来の金融的必要のためパリ市場からの利益を意図
して，リヨンの支店をパリに移転する決定をしたことを通告してきた。そし
て，この銀行は為替業務については，わが日仏銀行と決して競争しないと伝え
てきたのである。日本政府は既に，正金銀行に同意を伝えている。我々はこの
決定は，不可避のことだと考えている。森賢吾も我々と同意見である。補完的
情報については，パリの日本大使館に問合わせして欲しい。”
　また，5月7日付で横浜正金側から日仏銀行側へも書簡が送られ，パリ支店
開設後も協力を願っている⑫。
　4月30日の貴信拝受。わが行のリヨン支店のパリヘの移動に関して貴信の文
意はよく理解したことをまずお伝えします。過日既にお伝えしたように，今日
までリヨン支店の行ってきた営業活動は，徐徐にパリヘと移っています。まさ
にこの理由により，私どもはパリヘの移転が必要と考えたのです。さらに私ど
もに好ましいと考えられるのは，将来の金融活動にとっては，貨幣市場の中心
であるパリに支店を開設することなのです。私たちには，貴行と競争する意図
は全くありません。その点貴下は安心して下さってよいと思います。既に我々
が1923年6月13日付の手紙でお伝えしたように，我々二つの銀行は将来におい
ても，相互の利益が詐す限り，もっとも広範に，今日まで両行が保ってきた良
好な関係をつづけるのです。
　従って，貴行の友好的協力をお願いします。というのは，わが行がパリ支店
を開設したのも親密な関係をもつことが必要だからです。
　日仏銀行のパリ本店側は，横浜正金銀行がリヨンからパリヘと支店を移転さ
せる決定を下したことに，動揺を隠さず，危機意識にみちた手紙を日仏銀行東
京支店に書き送っている㈹。
　日仏銀行東京支店は，3日付の電報により正金銀行が，リヨン支店をパリヘ
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移転する決定を下したとの報に接した。この通知は，私ども同僚に大変な動揺
を引きおこしたのです。これは，日仏銀行に対する深刻な脅追であり，わが銀
行の存続そのものを危険にするものなのです。
　わが行の総裁は，ただちに日本大使館におもむき，横浜正金銀行のこの決定
の動機やその計画について情報を得ようとしました。だが，明らかになったこ
とは，横浜正金銀行は，パリでその絹関係の業務を続けることです。それは
我々の定着しているこの首都での金融活動のみならず，銀行的業務をも行うと
いうことだけです。
　また，横浜正金銀行は，リヨン支店を閉鎖し，パリにフランス業務の申心を
もってくるようです。書簡では，日仏銀行と為替取引で競争しないと言ってい
るが，このパリ支店がop6ration　documentairesの後，預金を受入れ信用を開
設し，そこからあらゆるtouteslesoperationsdechangeを行なうのは明らか
です。横浜正金銀行が我々になした約束はすべて死文となってしまいます。近
く両行問には，銀行業務のすべての点につき競争が生じるでしょう。
　この緕果わが行に破滅的繕果がもたらされる恐れを隠すことができません。
日仏銀行が過去10年間，労苦を払って獲得してきた，わが行の繁栄状態は，こ
の不平等な競争により急速に失なわれてしまうのです。経済活動を制限され，
1930－31年期の営業から，その利益を減少させられ，恐らく株主に対する配当
も廃止しなければいけなくなるでしょう。10年以上も配当はたえず増加してい
たにもかかわらず，配当のこの突然の滅少又は廃止は，当行の信用に深刻な打
撃を与えるものです。この事態を取締役会のメンバーは受容できません。取締
役会のメンバーは，パリで最も重要な人々が集っています。このような事情に
より日仏銀行の信用に傷がつくようならば，この状況に対応するため集団的辞
任も考えなければなりません。横浜正金銀行と日本政府は，このような場合の
結果を予測することができるでしょうか。
　日仏銀行創立についてふりかえると，優秀な創立者たちは，横浜正金銀行と
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この新機関との競争の繕果生じる本質的な危険に気づき，日仏両国政府の仲介
により，両行の協定を確立していたのであ乱
　この協定は、19ユ2年のもので，ユ922年に解消されるされることになってはい
たが，更新も可能であったのです。想起していただきたいのは，1923年に，貴
行の先任者と児玉との間で文書が交換され，契約の精神は今後も守り続けられ
るべきことが確認されたのです。我々は横浜正金銀行のもっとも友好的な協力
を期待しているのです。
　もうひとつ想起すべきは，日仏銀行をつくる時，フランスおよび日本の両政
府の基本的哲学は，フランスでの日本証券（valeurs　japonais）の導入と発行
とを推進する機関を創設したいことだったはずです。戦争状態で強制された点
もあるが，この活動が行なわれ，困難にもかかわらず慎重な行動の結果，わが
日仏銀行だけの手段によっても，日仏協力に大きな貢献をなしえたのである。
私たちは，それを大きく発展させるのに成功し，我々の利益の増加は，それだ
けでも我々の行動が重要だったことを示しているのです。
　このように，例外的に困難な時代をのりきり，今日のパリ市場の繁栄がもた
らされたのです。同様に数日前，フランス政府が，外国証券に好意的態度をと
ることになったことも，我々の当初の金融計画を再度活発化することにしてい
るのです。パリ証券市場で我々の獲得した第1級の信用，我々の金融業界に確
立した人脈により，この種の仕事に我々が習熟しているのである。従って，今
我々は日本興業銀行と協定を結んだばかりであり，過去10年の成果を今まさに
得ようとしたのに，一突然に消失を宣言されたのである血まさに，これらの点に
つき横浜正金銀行との交換文書には書かれない点である。
　それ故我々は警告する。そこで横浜正金銀行がこのような決定をしないよう一
に，即座に働きかけを開始するよう指示したい。
　横浜正金銀行は，パリに進出し，金融市場から利益をえようとするのなら，
何故この銀行は，単なる事務所の開設で満足しないのか？　我々は，横浜銀行
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に施設を貸与し，わが地域の金融界の人脈を紹介することもできるのである。
　もし本当に横浜正金銀行が，パリで新しい顧客層を開拓しようとしないのな
ら，リヨン支店の維持は，利点だけを守っているように我々には思われる。ご
承知のように絹取引はパリでなく，リヨンでのみなされるのだ。
　貴下がこの強力な機関の説得に成功するよう祈っている。また取締役会の名
で，この重要な事態に対する努力に感謝する。
　このような本社の厳しい手紙に接した，日仏銀行東京支店の役員達は，責任
を感じ，集団的辞任を申し出たようである。それに対し，パリ本店は，以下回
答しているω。
　貴電報（5月5日）拝受。取締役会での詳細な検討の結果，わが行の総裁
は，鈴木（東京日仏銀行の副会長）に以下のように伝える。たとえ横浜正金銀
行が，その支店をパリに開設し，預金を集めlettre　de　cr6ditに支払いをし，
crξdit　do㎝mentairesを開設しようとしたとしても，パリ日仏銀行取締役会
は，このことは，集団的辞任の如何なる対象ともならないだろうと考える。こ
の点を東京支店の諮問委員会のメンバーに伝えられたい。
（4）両行の再協定調整に動くフランス官庁
　両行の支店出店をめぐる紛糾は，1930年5月に遂にフランス外務大臣の関与
する間題となる。外務大臣は，在東京フランス大使館に以下のような書簡を送
るに至った蜴。
　日本政府との合意のもと，だが日仏銀行とは何の合意もなしに，横浜正金銀
行はパリに支店を創設し，リヨンの営業をそこに移転することを決定したよう
である。
　日仏銀行側は，横浜正金銀行がパリに金融出張所を開設したい希望は理解し
ており，その創設と運営に関して協力の用意があると言っている。だが，目仏
銀行は，パリヘの支店の創設は，日仏銀行の営業の中心となっている営業的要
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素（預金，割引業務）を奪うことになる、とも考えている。日仏銀行の総裁は，
シャルル・デュモンだが，彼は上院の金融委員会の’（Comission　des
FinanCeS）委員長でもあるのだが，その彼は横浜正金銀行の計算を知って，日
仏銀行の清算さえ考えたのである。ここで留意していただきたいのは，パリに
支店を開設するという決定，そして日仏銀行と競争させるという決定は，日仏
銀行に何の相談もなしに決定されたものであり，1923年1月13日の協定とも一
致しないものである。この協定では，両行は相互協力をこそむしろ約東してい
たのである。
　私はこの件を日本事業担当官と相談してきた。そして彼に想起させたこと
は，日仏銀行はユ912年に設立され，60％がフランス資本で40％が日本資本で
あったことである。そしてその設立は両国政府により，奨励されたのである。
そのため，ユ912年の5月6日には，大蔵大臣の記者会見がおこなわれそこに
は，臼本政府の金融代理人森賢吾も同席したのである。
　銀行の営業は最初から，フランスと日本の金融的および商業的発展にむけら
れていた。ごく最近になっても，日仏銀行は，日本政府の同意のもとに，神戸
と横浜に支店を開設したのである。
　大蔵大臣との合意のもとに，私は日仏銀行の存在を危険なものとする競争を
パリに引きおこすことは適切でないと考えた。日仏銀行の資本，取締役会の構
成は，日仏両国によりなっており，その目的はフランス・日本間の事業の発展
にあり，真の価値をもっており，それは，両国協力の象徴的事業でさえある。
　私が追加したこと．は，、私は日本政府が横浜正金銀行がパリにその支店を創設
することを延期するように横浜正金銀行に影響力を発揮できるよう希望してい
ることである。また，私は，横浜正金銀行が両行の協力条件を決定するため，、
日仏銀行と直接交渉することを希望している。
　日本事業担当官は，今月10日にこの方向で電報を打つだろうと私に言明し
た。、
91
　92　　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第389号
　あなたの側でも，この私たちの議論を友好的なかたちで，日本外務省に伝
え，その回答を得て，私に違絡して貰いたへ日仏銀行は，
（1〕横浜正金銀行がそのリヨン支店を保持し，この支店の行っているすべての
　活動を当地で続けることに賛成なのか。
（2）それともパリに，金融出張所をつくることに賛成なのか。
　この機関は，商業手形の割引，lettre　de　crさditの引受け，crξdits　d’accepta－
tionをするのである。
　事態打解を計るフランス大蔵大臣がフランス外務大臣に，解決のヒントを求
める手紙も残されているoe。
　日仏銀行取締役会会長のCharles　Dmontが，私の部局へやってきて，横浜
正金銀行のリヨン支店がパリに移転する結果生ずる状況につき説明した。
　仏人資本60％，日本人資本40％の参加からなる日仏銀行は，少なくとも公式
な日本政府と日本の主要な銀行の出張機関となるためパリで構成されたのであ
る。日仏銀行に必要な活動要素を保証するためには，日本の諸銀行は，パリに
それぞれ支店を開設しない約束をしていた。勿論この約束は，法律的には1922
年にいたるまで有効なものではなかった。だが，シャルル・デュモンの宣言に
よれば，この約束は今日まで，少なくとも守られてきたのである。従って日仏
銀行の存続する限り約束は存在すると考えられていた。
　日仏銀行の利益を守るためなしうることを検討し，この点につき適切だと思
われる陳情方法をおしえて下されば大変有難い。
　私は，同じ方向で動くため，あらゆる機会をにがさないだろう。
　5月12日のフランス外務大臣から，在日大使館にあてた書簡に対し，5月20
日付で，在日フランス大使館は，以下の書簡を送っているω。
　幣原男爵は，日仏銀行に関する問題を私がコンタクトを取り続けている商務
担当官を通じて次のように述べた。
　日仏銀行の副総裁で，極めて重要で半官の日本興業銀行の総裁である，鈴木
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こそが横浜正金銀行がパリに支店を開設する主要な目的は，その一般的業務の
ために商業手形の引受けを行なうことだと私に述べたのである。この情報は，
大蔵省より彼に伝達され，横浜正金銀行の頭取の行った宣言とも一致するので
ある。
　だが錆木副総裁によると，横浜正金銀行のパリ支店が，その顧客にとって，
通常の銀行業務である事業（割引，預金，lettre　de　cr6dit）を全完に拒否する
ことは，困難だと思われる。ましてや，横浜正金銀行は，事業が減少しつつあ
るリヨンの支店を閉鎖するのであるから。このことは，私が二度会見した横浜
正金銀行の田辺支店長がまた私に述べたことでもある。この支店長は，横浜正
金銀行と日仏銀行東京支店との間で1930年の4月30日と5月7日にかわされた
手紙の背後に立てこもっているのである。これらの手紙は，まだシャルル・
デュモンの知るところとはなっていないが，はっきりと横浜の支店をリヨンか
らパリに移転することを認め，単に両行の一般的かつ友好的協力の原則をう
たっているだけなのである。横浜正金銀行の取締役は，その手紙のなかで，
「本行は，日仏銀行と競争するという如何なる意図も持たない」と述べ，同行
はこの保証は，フランスの銀行にとっても満足できるもので十分なものだろう
と考えたのである。
　外務省の商務担当官は，これらの我々の見解により一層介入しようとした。
そこで私は横浜正金銀行が，関係するフランス省庁と合意するようにすすめ
た。横浜正金銀行は，パリ支店の計画書を提示していた。この計画は，フラン
ス当局の許可が得られたのちに，横浜正金と日仏銀行が会談すべきだという∵
つの考えにもとづいていた。だが，その基本的発想のなかでは，1930年4月30
日および5月7日の手紙で確立された原則的合意の実施だけを考えていたので
ある。
　外務大臣殿は，内密にシャルル・デュモンに次のようなことを伝達していた
だけないでしょうか。即ち，在日フランス大使館にとっては，日仏銀行の東京
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支店は，最初から，横浜正金銀行のパリ支店の關設は不可避的なことであり，
手紙に先だつ意見交換によって，日仏銀行はできる限り体面を保とうとしたよ
うに思える。今や，フランス政府の行動により支持されているので，鈴木副総
裁は，彼自身この問題を直接横浜正金銀行の頭取と交渉しようとしている。こ
の状況の大きさ故に，彼に対して，確固たるまた同時に自由な指示を与えなく
てはならない。それは横浜正金銀行の将来のパリ・オフィスと日仏銀行の間の
権限配分を求めるためである。
　フランス大蔵大臣から事態解決の方法について相談を受けたフランス外務大
臣は，5月27日の書簡で，両行の再度の調整の方向で，日本の政府関係者に働
きかけることが好ましいとの意見を開陳している胸。
　今月19日の第5201号の手紙で，貴下が愚生に連絡してきたのは，日仏銀行の
取締役会会長シャルル・デュモンが，大蔵省の貴下の部局へ出頭し，横浜正金
銀行のリヨン支店がパリに移転されると，日仏銀行が困難な状態におかれると
説明したことである。この機会に貴下，大蔵省は，フランス資本の参加率が60
％にもなっている日仏銀行の利益を守るため，何をなしうるか検討するように
私たち外務省に依頼してきた。
　外務省の部局にも，この件につきシャルル・デュモンからの陳情があり，貴
下の情報ともあわせて検討した結果，私たちはこの問題を最も注意深く検討す
ることとした。
　日仏銀行が1912年に創設された時の諸条件を検討したのち，この両行の競争
を避げるため1ヨ本当局者たち（autoritξs　jap㎝aises）に働きかけの努力をする
ことが必要だと考えた。特に日仏銀行は，同時に蘭仏両国の混合的性格をもつ
金融機関であり，フランスと日本の経済発展に対する真の価値をもつものなの
である。
　この条件下で，私は部下の東京駐留事業担当官が，この方向で幣原男爵に働
きかけることを命じた。
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ここに，この点につきDob1erにあてた5月12日の電報とそれに対する返電
（5月20日付）のコピーを同封いたします。
（5）横浜正金銀行リヨン支店のパリ移転に関する日仏銀行との
　合意（1931年5月）
　横浜正金銀行と日仏銀行のフランス（パリ）での営業活動をめぐって積極的
調整に動いたのは，フランス外務省，フランス大蔵省および在1ヨフランス大使
館であった。その結果，日仏銀行と横浜正金銀行の間に，ユ931年5月6日に，
合意が成立し，横浜正金銀行パリ支店の営業は，1933年度中まで大きな制約を
うけることとなった。
　次に紹介するのはフランス外務省より，在日フランス大使館にあてたもの
で，日仏銀行が新たな協定を受け入れる用意のあることを示唆している㈹。
　日仏銀行は，電報140号のパラグラフAとBにつき次のように返答してきた。
　（1〕協定を促進するため，日仏銀行は，その存続を許すかぎり最大限の犠牲
　　を払うつもりである。日仏銀行は，横浜の支店に，そのパリ支店がフラン
　　スにむけ発行されたle　p劃pier　documentaire　japonaisの割引を拒否するの
　　に必要な諸指示を与える準備ができている。
　12〕もし横浜以外の日本の大銀行が，パリに定着するならば，日仏銀行に対
　　する危険は同様に大きなものがある。従って日仏銀行はそれを阻止するた
　　めあらゆる努力をするであろう。もしその阻止に成功しないならば，日仏
　　銀行の存在理由一それは創立者たちが，両国政府の賛意とともに掲げた
　　ものだが一は，消失するであろうし，この銀行の清算が日程にのぼるで
　　あろう。
　リヨン支店のパリ移転を不可避と考えた日仏銀行側は，協定書の具体的条件
を作成した。次の3条件が史料として残されている㈱。
　私が，日仏銀行の総裁，シャルル・デュモンから，彼が横浜正金銀行のパリ
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への進艶により，引おこされる状況を調整するために，彼の考えた3つの処方
せん
菱を示されたのである。
　（・）横浜正金銀行は，3年後にのみパリに進出する。この期閻に日仏銀行
　　は，その営業活動の種類を変化させる。そして特に純粋に金融的活動
　　（op6rati㎝purement　financiさre）へと傾斜する。
　（b〕横浜正金銀行から日仏銀行に支払われる保証金は（3年間分），それは
　　現在の数値で言うと合計125万フランである。保証金を支払って進出する。
　lo〕日本政府によりなされた低利率での預金を横浜正金銀行が1ヨ仏銀行に預
　　ける。その利率の差から，日仏銀行の利益となるよう125万フランを捻出
　　する。
　次の書簡は，在日フランス大使館より本国外務大臣に宛てたものであり，横
浜正金銀行側がパリ進出の補償金支払の意思を持つことを伝えている㈱。
　電報第138号拝受。
　横浜正金の頭取は今東京に不在なので，私は今朝副頭取の竹内と長い会見を
おえた。
　（1）彼が認めたのは次のことである。そのリヨン支店の代表，田辺がパリに
　　おもむき，日本事業担当官と会談したのは事実だが，r時間がなかったの
　　で」日仏銀行のシャルル・デュモンと接触することができなかっれ横浜
　　正金銀行の新しい提案に満足の意を表明したのは，日仏銀行ではなく，パ
　　リの日本大使館である。
　（2）竹内が私に偶然もらしたところによると，横浜正金銀行がパリに支店を
　　開設する目的のひとつは，その銀行のロンドンやニュー・ヨークと同様の
　　活動をフランスの市場で行ないたいからである。
　（3〕私の側の断固たる説明ののち，竹内は，フランス政府は，4月30日およ
　　び5月7日の手紙で宣言されたような横浜正金銀行パリ支店は日仏銀行に
　　鏡合的でありえないという，一般的な宣言を支持しないであろうというこ
　96
　　　　　日仏銀行（1912－！954年〕の設立・経営をめぐる社会経済史的考察（下）　　　　97
　　とを理解した。、また彼は，電報87号にもとづき，両銀行の間により詳細な
　　権限の配分に関する調整がなされることをわが政府が望んでいることを理
　　解したようである。
　（4〕竹内は，横一浜正金銀行のパリ支店が，預金の受入れの拒否，lettre　de
　　cr6ditの拒否，フランスの手形の割引の拒否などをすることは困難だと恩
　　われると私に説明した。私は，個人的資格で，何故横浜正金銀行は，日仏
　　銀行を代表者と認め，これらに営業清動を委託し，自行の活動を厳密に金
　　融事業的なものに限定できないのかと尋ねた。
　その時竹内は以下の二つの問題を提起した。
　（A）日仏銀行は；フランスにむけられた日本の証券類の割引を自らもしよう
　　とせず，それを横浜銀行の支店に委託するつもりはあるだろうか？
　（B）もし，他の日本の大銀行が支店をパリに開設するとしたら，横浜正金銀
　　行はどんな態度をとるだろうか。
　（5）竹内は，私に何回も繰り返しながら次のように結論を述べた。即ち，彼
　　はフランス政府と良い合意（bome　entente）を行たいのである。そして横
　　浜正金銀行が何かの犠牲を払レ｝，日仏銀行に何らかの補償を与えることが
　　できたらと考えていると。彼は，フランス政府の公式の見解を得るために
　　これらの示唆をしたのであろう。
　1931年9月には，横浜正金リヨン支店のパリ移転は3年聞凍結され，その間
に日仏銀行が競争銀行の進出にそなえるとの情報がもたらされた。例えば，在
目フランス大使からの本国外務大臣への書簡は，「我々の提案を前にして，横
浜正金銀行はパリに開設を予定した銀行支店のそれを3年延長するだろう」一と
述べている鯛。また，大蔵省史料館に残された，「日仏銀行」と題する1930年
12月作成のノートも「Mu1lerは，つい先ほど横浜正金銀行との交渉の緒果，
正金銀行は3年経過するまでは，パリに移転しないという感触をえた」と伝え
てきたことを書き残している錫。両行の調整が，在仏日本大使館により積極的
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に行なわれている様子が，フランス大蔵省史料館の「日仏銀行に関するノー
ト」の次の記述からも明らかとなる刎。
　ミュレール（Muller）によると，日本側で態度の変化があった。そして正金
銀行は，3年間パリに進出しないように恩われる。日本大使館は，現在日仏銀
行と正金銀行聞で，後者がパリに即座に来られるように調整をしている。
　ミュレール氏は次下の要求をし続けている。
　（ユ〕銀行業務については，日仏銀行は現在の顧客を保持すること。正金銀行
　　はパリ在住の1ヨ本人の口座を開設すべきでない。正金側はlettre　de
　　cr6ditの支払いをすべきでなく，現在日本から日仏銀行へなされている電
　　報的文書の支払要求は，日仏銀行へ今まで通りなされ続けること。
　（2）金融業務については，ミュレールが提案するのは，正金銀行は，国家事
　　業を保持し続け，日仏銀行は市債と工業企業債を取扱うことである。この
　　点については既に日本興業銀行との問に協定がある。
　その他の金融事業については，両銀行が相互に利益を確保し含うという約東
をもとに両行は、自分の好むことを行なう。
　両銀行の協定案が検討されるなかで，日仏銀行は，横浜正金銀行のリヨン支
店がパリに進出することで，年間ユ25万フランの利益が失なわれるとの陳情を
フランス大蔵省に行っている。以下の書簡がその点を明らかにする㈱。
　今日の会談時に，私は一昨日パリの栗山（日本帝国事業担当官）との会話を
お伝えしました。そして横浜正金銀行のパリ支店開設の事前の調整を交渉する
にあたり，外務省の要請と関係づけて彼と誘をしたのです。
　横浜正金銀行がパリに進出する問題は，既に現在のようなかたちで，昨年中
に提案されていたのです。だが，フランス外務省とともに行った多様な意見交
換と交渉ののちに，私たちは，数ヶ月前に，横浜正金銀行は，我々の示唆や提
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案に同意し，パリヘの店舗開設を3年延期すべきだとの見解に辿りついたので
ある。
　かくして，私は，貴下に声を大にしてお伝えしたいのは，日本大使館は，日
本政府を通じて，日仏銀行との交渉を余儀なくされているということです。と
いうのは，横浜正金銀行は，できるだけ早くパリに進出したいと表明してお
り，この進出のためには，日仏銀行との事前の調整が不可避なのです。
　さらに私が貴下に確認したいのは，横浜正金銀行の支店のパリヘの進出は，
わが日仏銀行の存在にとって全くの死活問題なのです。わが日仏銀行の営業活
動は，もっぱらわが国フランスと日本の間に，国際交貿を創り出し，促進する
ことにあてられているのです。横浜正金銀行のパリヘの進出は，日仏銀行の基
本的利潤源をまたたくまに枯洞させ，日仏銀行の存在理由をなくしてしまうで
しょう。
　ここに3通の資料を同封します。
　（1）1919年20年のパリ本店の営業成果。
　（2）ユ931年6月30日の損益計算書。
　（3）臼本人顧客の預金口座の現状。
　これらの資料は，すでに1930年に横浜正金銀行がパリに進出することが問題
となった時我々が日本帝国政府金融代理人に提出したものです。
　その時私は，金融代理人に，この銀行のパリ進出は，日仏銀行におよそ年額
125万フランの利益のそう失をもたらすだろうと述べたのです。この損失は主
として以下の項目から生じるのです。
（・）為替取引から生じる損失　　　　　　　　　　　　　75万フラン。
　日仏銀行の窓口で，日本人顧客から円であれ，リーブルであれ，U　Sドルで
あれ，為替の取引で日仏銀行が実現している利益。他方ではこの為替取引は，
わが銀行の日本人輸入業者にも外貨を供給しているのだが……。
（b〕利子や生産の減少分　　　　　　　　　　　　　　35万フラン
99
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（・）手数料や他の生産の減少　　　　　　　　　　　　　15万フラン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　125万フラン
　さらに私は，この額は最少額だと思う。また注目すべきは，日本人の預金に
よる貢献分払込資本金額こそが，銀行活動（輸出と輸入）を効率的に融資する
ことを可能にするのである。そして，それに付随して他のすべての活動が行な
われるのである。
　さらに横浜正金銀行との結論を調整するにあたって，貴下に明らかにしてお
きたいのは，日本大使館に提案するのに適切だと我々の考えた条件，それは私
どもが以前の交渉で規定したものと同じなのである。
（ユ）横浜正金銀行は，パリの日本人住民（非商人）への口座開設を拒否する
　　こと。
（2）横浜正金銀行は，その本店の発行によるものでもlettre　de　cr6ditを拒
　　否すること。
　（3）電報や手紙により，パリヘの払込みが，本店よりなされたときには，以
　　前のように，日仏銀行を通じて実施される。これは3年間のことで1933年
　　！2月31日までのことである。
　（4）両行が約束するのは，今後10年間にわたるすべての金融事業（emissi㎝
　　ou　placement）がフランスで行なわれるとき，一定の割合で相互に利益を
　　得るように約束する。もし，横浜正金銀行側がこの点に合意しないなら，
　　その同意をとれるような方法を日仏銀行は考える。
　日仏銀行からフランス大蔵省にあてた以下の書簡は，両行の最終合意案が
除々に形成されつつある様子を伝えている㈱。
　前回の会見ののち，私がパリの日本大使館の栗山参事官および横浜正金銀行
リヨン支店長の田辺とに対して，長く労苦にみちた交渉をしており，現在その
交渉がどこまで進んでいるかをお話ししておきます。この交渉は，横浜正金銀
行の支店をパリに開設するにあたっての事前の約束を成立させるためのものな
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のです。
　昨日，この2人の紳士と会談をしました。この会見後，田辺支店長は，この
手紙に書かれている，協定の日仏銀行側の原案を今夜にも日本の本杜へ伝達し
てくれるはずです。
　その案文は次のとおりです。
　（1）横浜正金銀行は，1933年度末まで，日本人住民からの預金を拒否するだ
　　ろう。
　（2）横浜正金銀行は，1933年度末まで，lettre　de　crξdit（lettre　de　crさdit
　　documentaireは別）の引受を，自行の本店で発行されたものですら，拒
　　否する。
　（3〕1933年末まで，横浜正金銀行本店は，日仏銀行の仲介により，電報によ
　　る払込みや日本人住民（商入を除く）に対する手紙による払込を行なう。
　　この場合公式の手紙によりなされるものは除く。
　（4）この3年間に，1ヨ仏銀行が実行しようとする金融活動により，新しい利
　　益源をみいだした場合には，日仏銀行は以下の提案をすることを約束す
　　る。上記で約束された期間を短縮するか，上記のパラグラフに明記された
　　約束のどれかを廃止する。
　（5）1933年度末には，横浜正金銀行は，上記パラグラフ1，、2，3から全完
　　に自由となる。
　（6〕横浜正金銀行1）ヨン支店がパリに移転し，リヨン時代の広告等をふく
　　め，営業活動を続けることは認められる。
　（7）金融的活動（日本証券の発行と投資）については，両行は今後10年間，
　　当初の発行条件において，合理的と思われる相互の参加を約東する。この
　　第7条の追加として，以下の言葉をつけ加える。
　取締役会は，この「合理的な」という表現は，次のように考える。国家の直
接の債権だと10％，その他の証券だと30％を，相互に相手の新発行の取分とす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　101
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る。
　だが，例外的な場合にはこの数値を引き下げることができる。この切下げ
は，両行の合意により確立できる。この「合理的」についての記述は別の手紙
でなされる。
　私は現在，この提案に対する横浜正金銀行の返事をまっているところであ
り，このことを貴下にお伝えしておきたい。
　日仏銀行は1931年5月1日に，フランス大蔵省の調停に感謝しつつ，横浜正
金銀行との最終合意案を受け入れるに至るが，それは，次の書簡からも明らか
となる㈱。
　わが日仏銀行の取締役会は，同封の如き，契約案を受け入れる決定をし，そ
して，原則的には忠実な努力を約束するが，もしある一定期間ののちに，日仏
銀行が，横浜正金銀行のパリヘの進出という事実により，深刻な影響をこうむ
ることがあれば，わが日仏銀行はその存続の可能性の問題を残念乍らふたたび
討議しなければいけなくなるのである。
　私は，わが行の取締役会を代表して，貴下が好意的協力をしてくれたことに
感謝する。
フランス大蔵省の史料館に保存されている両行の最終的合意書をみよう鯛。
　日仏銀行と横浜正金銀行との最終的合意（Accord　dεfinitif）は，1931年5月
6日にパリで調印された。次にその内容をみてみよ㌔
　この調印書は，横浜に本社をおく横浜正金銀行の，リヨン支店長田辺治一郎
とパリに本社をおく日仏銀行の総裁であるL6o　Mul1erにより横浜正金銀行の
リヨン支店を近くパリに移転するにあたり調印されたものである。
第1条。横浜正金銀行は，1933年末まで，日仏銀行に，日本人在仏居住者の
　　　通常口座の預金をその預金額の大きさに応じて委託する。
第2条。横浜正金銀行は，1933隼度末までlettres　de　crるditの支払いを拒否
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　　　する（商品に対する1ettres　de　crξditは別として）。
　　　同行の各支店から振出されたものも拒否する。
第3条。1933年度末には，横浜正金銀行は第1条，第2条については，完全
　　　にその規定を無視できる。
第4条。もしこの期間中に，日仏銀行が自己の実現しようとしている金融活
　　　動により，新たな利益源を発見することができるならば，1ヨ仏銀行
　　　は，以下の提案を行なう義務がある。即ち，上記の約束期聞を短縮す
　　　るか，前条で記載された約束のいくつかを廃止するかのどちらかであ
　　　る。
第5条。リヨンの横浜正金銀行がパリに移転し，それがリヨンで取引してい
　　　た広告に対してもあらゆる銀行営業活動を続けることは合意された。
第6条。この調印書に参加する両行は，当調印の日から7年間は，お互い
　　　に，フランス市場での金融活動は，以下の比率を相手の発行分として
　　　確保する条件で行なう。
　　　　一国債発行は5％
　　　　一その他の債券は20％
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第五章　第2次大戦前後の日仏銀行
　（1〕東京市債（1912，5％）の利子支払いと日仏銀行
　（2〕日仏銀行東京支店の閉鎖（1945年）
　（3）インドシナ銀行による併合案
　（4）アメリカ財務省のみた日仏銀行
　（5〕清算の恐れとフランス代表団の折衝
　（6〕日仏銀行東京支店の閉鎖
　　おわりに
第五章　第2次夫戦前後の日仏銀行
（5）第2次大戦時及びその直後の日仏銀行
　第2次大戦時の日仏の経済外交関係をみるに，日本政府は，1940年に成立し
たヴィシー政権と外交関係をむすび，日仏銀行東京支店は，パリからヴイシー
に移転したフランス官庁と違絡を取っている。日仏銀行パリ本店はパリがドイ
ツ軍の直接占領地域となったため一時ボルドーに活動拠点をおいている。1940
年から1945年のフランスの解放に至るまでは，日本とフランスとは，ヴィシー
政権により結ばれており，日仏銀行もその立場で，東京市債（1912年発行，5
％）の償却費の受け入れおよびフランスヘの送金などで協力している。
　ところが，1945年にフランスが解放され，日本が違合国に占領されると日仏
銀行は一転して第2次大戦中も営業を許された数少ない外国銀行として，占領
国最高司令部（SCAP）側からみると，清算または閉鎖金融機関に指定され
る。ユ945年以降の新生フランス政府は，日仏銀行に残る日本人出資の資本金を
接収し，日本人取締役を排除することにより，GHQによる敵僅資産の凍結を
解除し日仏銀行の営業再開へとこぎつけるのである。1954年に日仏両国の資本
と取締役からなる日仏銀行はその歴史的使命をおえ，別稿でみたように，クレ
ディ・パリジャンヘと編成替を行なうのである。
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（1）東京市債（1912年，5％）の利子支払いと日仏銀行
　1912年発行の東京市債5％の利子の支払いが滞り，フランス人債券所有者た
ちは東京市に対する支払い要求団を組織し，在日フランス大使ピラ（Pilla）を
その代表者に選び東京市と交渉していた。その東京市債の利子支払いが1940年
に日仏銀行東京支店に対して行なわれたのである。この件に関してかなりの量
の書簡がみられる。まず次の書簡は1940年9月ユ日に，ピラにより認められて
いる（1）。
在仏日本大使館からの確認の8月工8日付書簡の他フランス外務省（ヴィ
シー，9月9日付）の書簡も拝受した。それは在日フランス大使館からの電報
を確認するものでもあった。
　「東京市は，東京の日仏銀行に，日本興業銀行を通じて，9月1日に支払う
べき総額，78，387，799フランの払込みを行った。この資金は，東京の日仏銀行
に保管され，債権者にフヲンス側の支払条件が現実に可能になったとき支払わ
れる。東京市は日本政府から必要な許可を得ている。総額はフランで準備され
ている」。
　わが外交団は，この払込みの目的は有益であることを伝えてきた。
　だが臼仏閻の移転の実施の問題が依然重要である。外務大臣殿が東京に電報
を打ち，移送が緊急に必要であり，その実施のため，日本大使館が私に示唆し
たように，日本興業銀行が，自由地域のフランスの銀行か，国際決裁銀行かを
取引銀行として選択すべきである。
　最後に私は，日仏銀行から8月26日付の書簡を受取った。その情報による
と，東京市の払込みは，切迫しているとのことだった。だが私の質問にもかか
わらず，新証券の印刷については何も語っていない。
　私は，新聞にノートは発表しない。すべての問題が現在進行中である。いづ
れにせよ，今日まで協定は完全に守られてきた。
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1この大使の書簡に対し下，東京市債の所有者の2人が連盟で書簡を書き，多
くの債権者のため，ピラ大使が新聞に見解を発表すべきだと批判することに
なったt2〕。
　東京市債の債権者達によると大使閣下は以下のような発言をしたそうであ
る。
（1）東京市は，日本興業銀行に，9月1日の支払いに必要な資金を払込んだ
　　こと。
　（2）貴下は，この資金が，フランス非占領地域にあるフランスの銀行か，
　　バールの国際決裁銀行へ送られるよう電報で依頼したこと。
　（3）3週間前，私が貴下を訪問したとき，9月1日の債権者に渡すべき新証
　　券の印刷については全くご存知なかったこと。
（4）事態が進展するにつれて入手できる情報を次々と知らせてくれる約東を
　　したこと。
　多くの人々が何故大使がノートを新聞に発表し，東京市債の債権者に支払い
は守られる，と述べないのかと聞いてくる。
　更に何回も交渉を重ねた結果，外務省次官は，以下のような日本当局からの
回答をえた。これは1912年5％の東只市債の支払いに関するものである｛3）。
　「東京の日仏銀行は，喜こんで以下お伝えします。そのボルドーの事務所
で，東京市と1912年東泉市債の債権者団代表との間に契約されたプロトコール
の実行に着手したが，東京市は，8月31日に東京の日仏銀行に日本興業銀行を
通じて，円で支払いを行った。この現金は9月1日より支払口座にむけられる
が78，387，759フラン07サンチームである。
　この額は東京の日仏銀行に保管され，支払いがフランス側で実際に行なえる
日がくるまで債権者のために保管されるであろう。
　ところが，この東京からの情報には不正確な点があった。それは，日仏銀行
に払込まれた支払利子は円で支払われたが，それがフランに換算されるにあた
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り不都合が生じたのである。この場合発生した不満について，東京市債の所有
者2名が，1940年10月12日に書簡を残している｛4〕。
　ピラ大使に私は，あなたの希望，「できるだけ早く，自由地域のフランス
ヘ，日仏銀行に1月前から払込まれた金額が移送されるように」と伝えた。ピ
ラ大使は入手したばかりの彼の部下の手紙をよんでくれた。それによると，
M．Berg㎝nierは，ピラ大使に伝えて，以下の諸点を述べていた。
　（1〕東京市からの日仏銀行への払込みされる送金はまだ実行されていない。
　　というのはこの払込みは円でなされ，東京市は現在この円を公式フランに
　　交換するのに反対しているからである（これは，日本の提案は，ポアンカ
　　レ・フランのときなされ，現在のフランの倍である）。
　（2）1940年9月1日に債権者に払戻されるべき新市債が印刷されていないの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　みならず，印刷局は，証券の印刷に必要な紙を一しか入手していない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5
　（3〕既に数ヶ月前になされた文書の作成は，東京市の代表と調整が必要であ
　　る。
　新政府が，債権者の権利を保持すること，日本人が今日までフランス人をか
らかってきたことをやめさせることを願う。
　日仏銀行に今預託されている7800万フランに匹敵する円は，現在どの位する
のか？　過去13年聞，フランス人債権者はいかなる配当も受取っていなかった
のである。
　日仏銀行側も，東京市からの払込みがなされていることをフランス国務大臣
に連絡し，同趣旨の手紙を，在日フランス大使ピラにも伝達するよう求めてい
る（5〕。
　大臣閣下。去る9月6日の玉信拝受しました。ボルドーの日仏銀行に宛てら
れており，その手紙で貴下は，在日フランス大使が，外務大臣に伝えた，1912
年東京市債5％についてのメッセージを私どもに伝達下さいました。
　そのメッセージは以下のとおりです。
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　「東京の日仏銀行は，ボルドーの本社で，東京市と1912年東京市債所有者グ
ループの代表との問でむすばれた協定書に従い，東京市は，8月31日に，
Banque　Industrie11e　des　pεcheriesを通じて，東京の日仏銀行に，この口座の支
払のための額を円で78，387，759，07フラン分を払込んだのである。この基金
は，東京日仏銀行に保管され，債権者のため保管される。これはフランス側で
支払いが，真に可能になるまでのことである。東京市は，日本政府から必要な
許可を得て支払いのフランも準備されている。代表のPi1aにその点問合わせ
られたい」。
　貴下は，この機会にこの点をピラ大使に伝達するよう示唆された。以上の情
報の伝達を感謝する。
　問題は，日仏銀行東京支店に支払われた，東京市債の利子（円）を，どのよ
うにして，ドイツ占領下のフランスヘ，フランで送金できるかに，しぼられて
きた。市債所有者の代表2人がその事情について触れている（6〕。
　昨日私はピラ大使・東京市債債権者団代表に会いに行った。
　ピラ大使の述べるとこによると，この市債の償却を妨げている唯一のこと
は，7800万フランの総額を日本人がフランスに送金するのに困難を感じている
からである。彼らの所有する円は，東京の日仏銀行の金庫のなかにすでに預け
られている。
　ピラ大使は貴下およびヴィシーの他の高官との会談の結果以下のように述べ
た。わがフランス政府は約3000万フランしか，その作戦のため為替・送金に準
備できないのである。
　従って，東京市債をとりもどすため，あと4000万フランが必要であり，この
ことは大量のフランを貨幣流通過程へ投入することになる。本当にこれは可能
か？　フランス政府はそれを抵当に4800万フランの商晶を日本で購入し，東京
市に前貸することは本当に不可能なのか？
　私は無鉄砲な判断は避ける。だが，私見によると，この出来事で克服すべき
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主要な困難とは，日本人の利害と日仏銀行の利害とがあまりにも一致してお
り，そのため両者は円を出来るだけ長く保持するため2人のこそ泥のようにふ
るまっている。円が消失することは両者にとって決して利益にならないのだ。
残念乍ら，ピラ大使は，ミュラー（日仏銀行）が，ピラ大使が日本債債権団体
の代表になって以来多くの便宜をはかりそれを利用してきたと考えている。債
権団は両者を，ともに代表にしたがっておりその発想は以ているのだ。
　11月18日（月）にヴイシーに行く前に，もし可能なら，貴下を訪ね意見交換
をする予定である。
　私見によれば，．・仏側には問題がないので，日本ができる丈早くヴィシーのソ
シエテ・ゼネラルに7800万フラン相当額を送金することだ。
　フランスのヴイシー政権側でも情報交換が行なわれている。1940年10月3日
には，国務大臣（外務担当）から，他の国務大臣（大蔵担当）へと情報が伝達
されている｛7〕。
　9月4日の手紙でお知らせしたように，日仏銀行東京支店に，東京市から9
月1日にユ912年の市債全額に匹敵する額の払込みがみられた。私はピラ大使に
伝達するが，貴下の方ではボルド丁の貝仏銀行に手の点通知してほしい。
　ピラ大使は，日仏銀行のメッセージに答えるかたちで，在日フランス大使館
にこの必要額の払込みに彼が満足していることを伝えて欲しいといってきた。
彼は日本政府の許可にも，またその準傭がフランでなされたことにも満足して
いる。だが，今度はこの額が緊急にフランスヘ移送され，関係者に入手される
ζとが重要である。　　　、　　　、　　．　　　I　　　　　　　　」　、
　ピラ大使は，：この点に？きパリーの日仏銀行とどんな手段を講じたらよいかわ
からないので，問題の額は，自由地域のフランスの銀行（例えばソシエテ・ゼ
ネラル）に送るようにすべきと考える。だが，より事惰のわかる日本興業銀行
と相談すべきと考えている。個人的判断は禁止されるべきである。
　日仏銀行パリ本社は，東京支店の報告に墓づき，東京市からの支払入金を以
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下のようにフランス大蔵省側に報告，確認している｛8〕。
　昨年9月18日の報告，フランス在日大使より外務大臣への手紙，両者ともに
1912年5％東京市債に関するものでした。1941年の初頭に，わが銀行へ入金さ
れた総額7838万7759フラン7サンチームの内訳を違絡するよう指示がございま
した。
　日本より具体的詳細がまいりましたのでここに伝達します。東京市より支払
いが実行された額をここに記入してあります。
　Explication　des　frs78，387，759，07　　　　　　　　　　　　　Tokio，le12jui11et1940
　（1）　Coupons6chus　et　obIigations　a㎜orties　non　payξs　de　Septembre1928ら
　　Septembre1940
　　Total　frs．32．09α000，00
　（2）　Intξrξts　et　fractlon　des　nouvelles　ob11gatlons　de　Septembre1938自Sep－
　　tembre1940．
Net自Payer－12，398，850，00－1，921，821，75一ユ4，320－671，7
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　含計支払額　　78．387759，07
（2）日仏銀行東呆支店の閉鎖（1945年）
　日仏銀行の東京支店，神戸支店は，Quartier　G6nξral（SCAP）の1945年9月
30日の決定にもとづき閉鎖された（9〕。
　1945年10月20日に，日本銀行が日仏銀行の清算人（Liquidateur）に指名さ
れた。だが，SCAPは，1946年4月19日の決定で，日仏銀行を清算すべき金融
機関から閉鎖すべき機関（C1osed　Institions）へと分類がえを行っている。こ
の規定は，今も有効である。
　日本銀行は，日仏銀行の財産と利益を代表している。かくて管理に関するあ
らゆる決定はSCAPの承認を必要とする。それは，金融部局の清算部門の承認
である。日本銀行は，従って，実施機関としての役割を演じているに過ぎな
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いo
　日仏銀行（日本）のaCtifは次のものからなる。
　（・）東京の不動産一一修繕中一がSCAPの認定によるとおよそ160万円
　（b〕日本の諸銀行への預金
　　　　1947年3月31日合計，1，138万8千円
　これらの貸方＝資産に対して，負債＝借方は以下のようになる。
　（・）1911年の東京市の市債の所有者への支払うべき額が，928万7千円。
　（b）預金や将来積立金など194？年3月31日付の合計額が，10万3千円で以上
　　合計939万円である。
　従って，この銀行の資産は約200万円である。
　この基金に対して，SCAPは部分的にその凍結を合法化しているのは以下の
金額である。
　（a〕財産の修繕のため　160万円
（b〕経費の支払（従業員，通学経費として1ケ月1万2千～1万5千円）
（3）インドシナ銀行による併合案
　実現はしなかったが，インドシナ銀行による日仏銀行併合の動きもみられ
た。次の史料が詳しい㈹。
　外務省の一部局が1945年1ユ月28日に，インドシナ銀行の取締役M．de　F1ers
の訪問を受けた。議論したのは1ヨ仏銀行の件である。
　この小さな金融機関一資本金2500万フランーは，パリに本社をもち日本
に2支店牽（東京，神戸）所有している。過去においては，良く知られている
ように，その営業活動は手持ち資金の欠如によりたえず制限されていた。同封
する1945年5月2日の株主総会の報告書は，取締役会メンバーの構成から最新
の貸借対照表までについて，有益なあらゆる情報を含んでいる。
M－de　Flersは，この日仏銀行の経営障のあまりにも小心で，あまりにも保
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守的な性格を強調している。その性格のためその営業活動は，まさに不毛化し
ている。彼は，株式の配分についても次のように述べてい孔
　一3万株式は，フランス人の手中にある。最大の持主は，ソシエテ・ゼネ
ラル杜（4千株）で，2人の取締役を派遣している。同じ株数（4千株）をも
つインドシナ銀行は，1人も取締役を送り込んでいない。
　一2万株は日本人の手中にある。（多様な大銀行がこれを所有している）。
あらゆる情報によると，この日本人の参加は，戦争のあとの日仏銀行の経営で
はもはや何の重要性ももたないだろ㌔
　パリの株主総会が，通常2万株以下の株主しか集められないならば，M．de
Flersの推計によると，1万株以上の所有者は誰でも，（その気になれば）日
仏銀行の経営権を奪取できるであろう。インドシナ銀行は，ソシエテ・ゼネラ
ルと合意のもと，その持株を譲り受けてまさにこのことを行なおうとしてい
る。
　一度経営権を入手すると，インドシナ銀行は，まず取締役会の改善，従業貝
の解雇に取りかかる。このことは極東での紛争の終るまでに，日仏銀行の状況
を刷新するのに不可欠である。インドシナ銀行は，日本との平和が締結される
やいなや，東京と神戸の日仏銀行支店に新しい生命を吹き込むこととなろう。
勿論これは，日本の支店の了解のもとであるが。
　だが，インドシナ銀行は，外務省，経済局（Direction　des　Affaires　Econo－
mique）の同意なしには，この計画を推進しないと決定した。
　私の見解を付加するならば，私（外務省）としては，一般的にみて，将来の
フランスの銀行業界の代表がインドシナ銀行の利益となることには，何の利点
をみいだしえないのである。
　だが，問題が専門的なので，出来るだけ早く大蔵省がこのM．de　Flersの計
画にどのような見解をもっているか知らせて欲しい。
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（4）アメリカ財務省のみた日仏銀行
　連合国占領軍の中心を占めたアメリカ政府は，日仏銀行の日本側利害に厳し
い目をむけたω。
　日仏銀行についてのアメリカ財務省が入手した情報によると，この銀行には
敵国の利益が存在する。
　（1〕日仏銀行は1912年に」ヨ本興業銀行により設立され，この銀行は日本政府
　　のコントロール下にあった。本社はパリで東京と神戸の2つの支店しかな
　　い。
　（2）1928年取締役13人のうち5人が日本人。5人のうち2人は同時に，政府
　　指命の日本興業銀行の総裁と副総裁である。1941年には日本興業銀行の総
　　裁が，日仏銀行の取締役会副会長となっている。
　（3）日本人の金融グループ（日本興業銀行，三井，第一，横浜正金）が今や
　　日仏銀行資本の60％をコントロール。仏の利害関係者は，ソシエテ・ゼネ
　　ラルとロスチャイルド（ママ）の様子。一
　（4〕日仏銀行は，日本帝国が，パール・ハーバー攻撃以降営業を許可した三
　　つの外国銀行のひとつで、他の外国銀行はこの時すべて正式に閉鎖又は清
　　算された。
　日仏銀行のアメリカの資産
　日仏銀行に現在日本人の利害がどれほど入り込んでいるかについての情報を
伝えてほしい。
（5プ清算の恐れとフランス代表団の折衝
　日仏銀行東京支店は，第2次大鞍直後に，その営業活動を停止されたが，更
に一歩進んでパリに本社をおく日仏銀行本体が清算され一る恐れもみられた。こ
れに対し，フランス代表団の働きかけにより，日本における銀行清算が中断さ
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れた竈その様子は，次の報告書から明らかとなる⑫。
　日仏銀行とインドシナ銀行はSCAPの過去の要求の対象となった。だが，清
算のためのあらゆる行動が中断された。それは，フランス代表団の介入のお蔭
である。インドシナ銀行の代表は，その時点以降，権限を行使できるように
なった。勿論現地占領当局を通じてではあるが。
　従って，現在日仏銀行も同様に東京に緊急に代表を置くべきである。日仏銀
行の二つの支店でもまた二つを合併してでもよいが，緊急に日本社会への再定
着が必要である。このテーマについてはSCAP金融セクションのM．Thomas
およびその上司である，G6nξral　MARQUATは，フランス政府の見解をきく
ことで意見が一致している。この両行の合併の可能性について態度を決める前
に，それぞれの銀行の日本支店の運命について議論するほうが虞重なやり方で
あろう。
　想起したいのは，日仏銀行は，資本金の60％がフランスのものであることで
ある。SCAPの命令を特に受けたように，横浜正金銀行と日本興業銀行は，日
本人分40％の資本金を保持している。1941年以降は，東京支店は実際には，こ
の日本の両行の排他的支配を受けていた。1945年9月30日には，東京支店は，
SCAPの命令により，日本銀行のもとでの清算リストにのり，その資産は移転
されたのである。
　インドシナ銀行の状況は，ワシントンで，フランス代表団の特別報告の対象
となった。国務省にいかなる陳情を行なうことより，正確な報告書が銀行の代
表の参加を得て記載されることが，重要である。大切なのはSCAPを中立化さ
せることである。今は，日仏銀行のような機関に，その財産を自由に処理させ
ることが大切である。
　連合軍の清算を回避する方針は，在米フランス大使館にも通達され，当大使
館はその方針をパリのフランス外務大臣に次のように伝えている血3．
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　正式の保証が我々に口頭ではあるが与えられた。’日仏銀行，インドシナ銀行
の2行に対しては如何なる済算手段もとられないと。極東委員会と日本へ派遣
されたフランス人グループの両着のコミュニケがそれを示す。
　SCAPの銀行局の責任者とDoutea以との会見の機会に，この責任者は，今や
この二つのフランスの銀行（その活動は現在完全に停止されているが）の運命
が最終的に決定される必要があると述べた。そしてワシントンの国務省（De－
parte㎜ent　d’Etat）は，東京に対して，この点についてのIフランス政府の意図
を伝えると述べた。そして会談中にLacoste，Douteau両氏がききだしたこと
は，「アメリカ当局は，インドシナ銀行と日仏銀行が，彼らの日本での活動を
新たに出発するにあたり，何らかの手段をとることを期待している」ことであ
る。
　そこで，日仏銀行に必要とされることは，日本の現地で，フランス人の代表
者なら，現在臼本人支配人の手中にあるこの銀行の，利益を守ることができる
ことを示すことである。これと同様，インドシナ銀行でも，Champe風uxが代
表の地位をしりぞくことである。’
　現在両行の含併案さえ検討されているので，インドシナ銀行の新支店長が日
本に来るならば，彼は同時に日仏銀行の代表とさえなりうるであろう。
　他方私は，、貝本在住のフランス人の交代も諸題とした。ChaInpea岨のほか，
Aite1li，Saint－Loup両氏のエア・リキッドからの退任も考えた。
　アメリカ政府の意向を察知したフランス側は，1946年4月25日のメモで次の
ように述べているω。
　極東諮問委員会のフランス代表は，，一できるだけ早く日仏銀行の巳本人株式を
管理状態にすることがフランスの利益となると伝えてきた。
　この文章は，・連合国から，日仏銀行およびインドシナ銀行の名前で日本とア
メリカにある凍緒資産を解除することを容易化することを示している。当行の
活動の再開はひとえにアメリカ当局の意向にかかっているからである。
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　代表部は現在日仏銀行への日本人の参加に対してなされるべき手段について
検討中である。それは敵国の利益のためコントiコールされていた株式の凍結を
保証するためである。今日以降，日本人の所有株は，フランス当局に管理され
る蝸。
（6）日仏銀行東呆支店の閉鎖
　日仏銀行は，占領当局に対し，自行の保有する，英国のスターリング・リー
ブル貨と，米国のドル貨幣については，同行の収用すべき資産リストからはず
すように依頼した。陳情を受けた占領当局は，この検討をフランス銀行の検討
に委託した。次の資料は，その間の事情を語るものである。フランス銀行総裁
からフランス大蔵大臣に，1947年5月13日付で発送されている㈹。
　1946年8月1日と4月9日の手紙で，日仏銀行は，為替当局に，スターリン
グ・リーブル貨と米ドルの同行の資産の収用免除の申込みをした。それは，ス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　4ターリング・リーブル貨で2万7115と一であり，米ドルは11万8738ドルと　　　　　　　　　　　　　　　　　　10
37セントである。この手紙は，フランス銀行の検討に託された。そのため，フ
ランス銀行は，（1）銀行のスターリング・リーブルとドルの位置，（2〕この通貨で
の資産の法的形態および（3）徴用による銀行への影響を調べた。
　（1〕リ』ブルやドルロ座の位置。2点の観察点　（イ），日仏銀行と，横浜正金
　　銀行の関係（口），リーブル・スターリング貨の所有は2万2420にすぎな
　　い。
（2）外国での資産の法的形態
　日本人所有の2万株は，既にフランス当局により敵国資産として管理され，
イギリス当局はロンドンの敵国銀行のそれらすべてを凍結中である。
　アメリカ当局は，ドル所有資産のうち，日本人所有分40％を徴用することを
要求しており，日仏銀行は，フランス代表がアメリカ当局にその要求を放棄さ
せるよう陳情を要求している。ワシントンのフランス人代表Fr㎝cis　Lacoste
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がパリに立寄った時に外務省に間題はあづけられた。フランス側の理論による
と，合衆国の権利は，かつて日本人に所有され，現在フランスの当局に所有さ
れている株式にのみ適用される。そして外国の銀行の資産自体を対象としな
いo
　イギリス当局では，今何の運動もなされていない。だが，彼らは，イタリア
人及び日本人が日仏銀行を含むいくつかの金融機関に参加したことを調査し続
けるだろう。
　従って，日仏銀行のリーブル・スターリングおよびドル資産の凍績は，それ
ほど近く行なわれるとは思われない。従ってこのアンケートで日仏銀行への影
響を理解することは早計である。
　（3）日仏銀行への影響
　日仏銀行の凍結解除の要求は，1939年以前の活動をもとに述べたものであ
る。当時それは，日仏貿易に直接融資する唯一のフランスの銀行だったからで
ある。国際貿易は，日本ではもっぱら米ドルか英のリーブル・スターリングで
なされ，パリの本店は，恒久的にこの両通貨を大量に保持し，支店との取引に
備えなければならなかった。日仏銀行は従って，同様なやり方で，戦前の活動
を再開したがった。三つの事態変化を無視できない。それは（イ）為替管理システ
ムの出現，（口）日仏貿易の消失，い日仏代理店の現状である。
　日仏貿易の完全な停止により，日仏銀行は日本支店の廃止を考えたほどであ
る。日本の神戸支店は，東京支店に統合され，それは最初にアメリカ占領当局
により強制的清算にかけられそうになったが，現在は「閉鎖状態」におかれて
いる。預金は払戻し可能であり，総資産は約150万円である。だが戦争による
建物の損害のため，修繕に大金が必要とされる。日仏銀行は，支店をインドシ
ナ銀行の建物のなかに間借りしたがっている。決裁はパリでフランでなされ
る。
　会計報告は，1939年以降も，パリ本店に対してなされていた。だが，ユ939年
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以降，パリ本店の報告書には，日本支店の会計状態は報告されていない。但
し，本店側は，日本支店に発足当初，175万円を与えたことのみ記入していた。
　日本支店の活動は現在ゼロである。円が使われ，ドルやスターリング・リー
ブルはゼロである。よって，この問題は，本店にのみ関係する。またパリの銀
行の活動は現在も，殆んどゼロである。
　フランス銀行に託された調査の結論は，即ち，ドルやスターリング・リーブ
ルの徴収による日仏銀行の日本支店への影響の可能性は殆んどない。
　だが注目すべき事が二つある。一つは，アメリカ当局十イギリス当局とフラ
ンス当局の交渉の内容であり，第二は，日本の経営のより正確な状況であ乱
この二つで日仏銀行の営業状態がよりくわしく理解される。
　日仏銀行東京支店は，1946年4月19日のS，C．A．P．，Quaれier　G6n6ralの正
式決定により閉鎖機関（C1osed　Institutions）に指定された。フランス側の働
きかけにより，清算機関の指定は免がれたものの，この閉鎖機関の指定を解除
することは困難であった点は，次の書簡からも明らかである吻。
　1947年3月27日の第91DE便で，貴下はNaggiarが東京の日仏銀行の資産の
凍結解除の問題は，極東委員会の能力をこえるものであり，私どもフランス
ミッションがSCAPに陳情し，ワシントンのフランス大使館と協力して行動す
べきだと言ったと伝えてきた。
　貴信はこのため，1946年4月1日の第209号の国務省の通達が有効だと示唆
してきたので，陳情の準備のため，Naggiarにこの書類を送るよう依頼したと
ころである。
　現在は，この書類にもとづき，SCAPが日仏銀行東呆支店の業務再開に許可
を与えるよう陳情できなかったことをお伝えしたい。陳情が成果を生むのを阻
止したのは次の2つの理由による。
　①SCAPは，事業再開銀行は，日仏銀行かインドシナ銀行かと考え，イン
　　ドシナ銀行を選んだこと。
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　②　日仏銀行の資産の単なる純粋な凍結解除だけを望めない。本行は，1946
　　年4月19日のカルチエ・ゼネラルの決定により「C1osed　Institutions」に
　　指定されそれ以来定款の変更は何ないのに，凍結のみ解除はむりであろ
　　う。
　フランス外務省と大蔵省の間でも，日仏銀行の業務再開に向け陳情が行なわ
れる㈹。パリ本店の事業開再と東京支店の閉鎖が結論であった。
　ご承知のとおり，日仏銀行は占領当局が日本に対して取った諸手段の結果，
その活動を続けるのが困難な状態にある。日仏銀行は，外務大臣に対して，当
行がその事業を行なえるようその資産の凍結を解除するよう外務省の介入を要
請してきた。
　この点につき接触したNagglarは，この種の問題について極東委員会との交
渉権限はないと通告してきた。従って私は，東京のフランス代表が，この問題
についてSCAPに陳情するよう依頼した。
　この点について，多分1946年4月1臼の国務局の第209号通達によって，日
仏銀行を弁護する必要がみられよう。
　ユ947年7月3日の手紙で，フランスーσ）日本事業担当官は，SCAPに日仏銀行
の東只支店が営業を再開することを要求するため，この通達を参照できなかっ
たと述べてきた。
　在ワシントンのフランス政府関係者は，日仏銀行東京支店が閉鎖機関に指定
されておりパリの本社さえ清算される恐れのあることを伝えているα旬。
　私がびっくりしたのは，．日仏銀行は清算される可能性があるこ．とだ。この銀
行は，我々の東京の代表が伝えてきたところによると，S．C．A．P．の1946年4
月19日の決定によると，清算されるべき機関に分類され，「閉鎖制度」（C1osed
InStitutionS）とされている。
　現実には，既に別稿でみたように㈱，日仏銀行本店は，清算を免がれ，1952
年には，日本人の出資分40％の資本金が接収されることにより日本の利害関係
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を排除し，1954年に定款を変更することにより，クレディ・パリジャンヘと変
身することで，40年以上に亘る日仏合弁企業の歴史を終えるのである。
おわりに
　以上本論文においては，第一章から第五章にわたり，日仏銀行の経営の社会
経済史的背景について考察してきた。既に発表した，日仏銀行の経営体の歴
史刎とともに本稿は，日本における「日仏銀行」史研究の現時点における水準
を示すものとなることを期待している。
　本稿で分析や引用の対象としたのは，日本側では勝田家文書があげられる。
フランス側では，大蔵省や外務省に保存されている日仏銀行関係史料のほか，
日仏銀行のフランス側出資銀行，ソシエテ・ゼネラルやパリバ銀行の史料館の
史料が活用された。フランス側ではさらにクレデイ・リヨネ銀行の史料館や，
国⊥古文書館の史料なども検討されており，現時点で参照できる史料にほぼす
べて当ることができた。従って叙述は出来るだけ引用史料によって，日仏銀行
をめぐる経済史的背景を理解しようとした。引用が多く思われるのは，現在の
史料をできるだけ紹介しておきたい気持からであった。今後日仏銀行史に新た
な研究が加わるとするならば，日仏銀行に取締役などで関係した，両国関係者
の家族などから個人的所蔵史料が提供される場合である。その時はまた日仏銀
行史研究に新分野の研究が開拓追加されることとなろう。
　本論文の第一章では，「日仏銀行設立をめぐる諾問題」が検討された。ここ
では日仏銀行創立前史から始まり，日仏銀行の出資者が確認され，さらに設立
の反響まで検討された。
　第二章では「臼仏銀行とインドシナ銀行の調整」が，そして第三章では「日
仏銀行の定着と諸業務」が紹介された。ここでは，渋沢栄一を始めとする日本
の民間銀行業界が日仏銀行より手を引いていく様子が叙述されたり1ヨ仏銀行最
初の大型事業，東洋拓殖会社の社債発行の件が明らかにされ，第1次大戦後日
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本が債権国になっていく過程も浮彫りにされた。
　　第四章は，日仏銀行と横浜正金銀行との調整の問題であり，読者諸氏は，本
章を第二章とともに読破されることにより，当時の国際金融市場において，関
係国政府をも含んだ人々の事前の調整が如何に・必要であったかを再認識するで
あろう。国際金融市場は，言葉の古典的な意昧における自由主義ではなかった
のである。
最後の第五章は，日仏外交史で今後更に研究が進展を期待される分野であ
り，第二次大戦時およびのその直後日仏銀行のあり方が検討された。日仏銀行
の周辺に結集していた，日仏両国の経済・金融交流グループの存在が，今後明
らかにされる必要があろう。
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